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はじめに 

 

 

全国的に高齢化が加速する中、本市における 65歳以上の人口（高齢者人口）は、令和３（2021）

年以降は減少傾向に転じる一方、総人口や現役世代人口がともに減少するため、高齢化率は令和３

（2021）年以降も上昇を続け、令和５（2023）年９月末現在で 34.7％になり、令和 22（2040）年に

は、42.8％に達することが見込まれています。 

高齢化率の上昇等に伴い、医療や介護に係る給付費の増大、一人暮らし高齢者や認知症高齢者の

増加、介護人材の不足など、高齢者を取り巻く課題が表面化し、その内容も更に多様化・複雑化す

ることが予想されます。 

このような状況下においても、高齢期を迎えてもできる限り住み慣れた地域で自立した生活を送

るためには、医療や介護サービスの充実はもとより、健康増進や介護予防の取組などを通じ、高齢

者の生活支援体制を構築するとともに、不足する介護人材の確保・定着・育成を進め、地域の特性

に応じた施策の展開や、介護サービスの質の充実を進めることがますます重要となっていきます。 

本市においては、これまで策定してきた「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」において、

計画の基本理念のもと、高齢者の皆様の心豊かな暮らしを実現するための取組を進め、特に、第８

期計画においては、地域包括ケアシステムの推進及び介護保険制度の持続可能性の確保に向けた取

組の充実を図ってきました。 

第９期となる本計画においては、「自立支援、介護予防・フレイル予防・重度化防止の推進」、「地

域で支え合う仕組みづくりの推進」、「認知症高齢者の生活支援体制の充実」、「在宅医療・介護の連

携の推進」「地域包括ケアを支える人材確保・育成対策の推進」を重点的な取組としております。こ

の重点項目を中心に、これまで構築してきた地域包括ケアシステムを、より一層深化・推進し、高

齢者一人ひとりが、「地域でのつながりと支え合い、いつまでも自分らしく、安心して暮らせるま

ち」とした基本理念を享受できるよう、計画を策定したところであります。 

今後は、本計画に基づき、高齢者保健福祉の推進と介護保険制度の安定的な運営に努めてまいり

ます。 

結びに、本計画の策定にあたり、熱心なご審議と貴重なご意見をいただきました「稚内市介護保

険運営協議会」委員の皆様をはじめ、アンケート調査にご協力いただきました皆様、さらには関係

者各位のご尽力に対しまして、深く感謝申し上げますとともに、今後もより一層のご支援ご協力を

賜りますようお願い申し上げます。 

 

令和６年３月 

                       稚内市長 工 藤   広  
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第１章 計画の策定に当たって 

１ 計画策定の背景と目的 

我が国では、高齢化の進行により、団塊の世代が 75歳以上の後期高齢者となる令和７（2025）

年には後期高齢者が 2,000 万人を突破し、令和 19（2037）年には高齢化率が 33.3％と、国民の

３人に１人が 65 歳以上となることが見込まれています。また、高齢者の増加に伴い、要介護者

や認知症高齢者も増加することが予想されています。 

 

このような中で、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となり現役世代が急減することが見込まれて

いる令和 22（2040）年を見据えて、制度の持続可能性を確保しながら、高齢者が住み慣れた地域

で個々の能力に応じて自立した生活を続けることができるように、地域の実情に合わせて、医療、

介護、介護予防、住まい、日常生活の支援が包括的に確保される地域包括ケアシステムの深化・

推進を図り、自分らしく健やかに、安心して暮らせるまちづくりを推進していく必要があります。

同時に、現役世代が減少する中でも社会活力の維持向上のため、高齢者の多様な就労・社会参加、

健康寿命延伸、医療・福祉サービス改革への取組が求められています。 

 

稚内市（以下「本市」という。）においては、令和３（2021）年３月に「稚内市高齢者保健福祉

計画・第８期稚内市介護保険事業計画」を策定し、「住み慣れた地域で支え合い、いつまでも自分

らしく、安心して暮らせるまち わっかない」を基本理念として、保健福祉サービスの充実や、

介護保険事業の整備等の計画的な取組を進めてきました。「稚内市高齢者保健福祉計画・第８期

稚内市介護保険事業計画」が令和５（2023）年度で最終年度となることから、令和６（2024）年

度を初年度とする「稚内市高齢者保健福祉計画・第９期稚内市介護保険事業計画」（以下「本計

画」という。）を策定しました。 

 

本計画では、これまで進めてきた介護サービス基盤の整備、本市の実情に応じた地域包括ケア

システムの更なる深化・推進、介護人材の確保や介護現場の生産性向上、高齢者の生きがいづく

りの強化等、引き続き「住み慣れた地域で支え合い、いつまでも自分らしく、安心して暮らせる

まち わっかない」の実現に取り組んでいくこととします。 
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（１）介護保険制度の変遷 

現行の介護保険制度は平成 12（2000）年の介護保険法施行により開始され、既に 20 年以上が

経過しました。その間、高齢者人口や要介護高齢者数、介護保険サービスの利用、高齢者の生活

等に関わる様々な動向に合わせて高齢者保健福祉施策・介護保険制度は見直しが繰り返されてき

ました。 

第６期介護保険事業計画（平成 27（2015）年度～平成 29（2017）年度）以降は、「地域包括ケ

アの推進」を更に深めるとともに、「地域共生社会の実現」へ向けた体制整備のための移行期間と

位置付けられ、介護保険制度の持続可能性の確保に向けた取組が行われてきました。 

団塊の世代がいよいよ 75 歳以上（後期高齢者）となる令和７（2025）年を間もなく迎える中

で、第９期計画では、これまで以上に中長期的な地域の人口動態及び介護ニーズの見込み等を踏

まえた介護サービス基盤の整備や、地域包括ケアシステムの更なる深化・推進、介護人材の確保

や介護現場の生産性向上を図るための具体的な施策等について定めることが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

第１期（平成 12～14 年度） 

第２期（平成 15～17 年度） 

第３期（平成 18～20 年度） 

第４期（平成 21～23 年度） 

第５期（平成 24～26 年度） 

第６期（平成 27～29 年度） 

第７期（平成 30～令和２年度） 

第８期（令和３～５年度） 

第９期計画（令和６～８年度） 

介護保険制度の導入、老人保健福祉計画との一体的な策定 

介護予防の重視 

新予防給付の導入、地域包括支援センターと地域支援事

業の導入、地域密着型サービスの導入 

高齢者医療確保法の施行 

特定健診の導入、老人保健事業の健康増進事業への移行 

地域包括ケアシステムの推進及び介護保険制度の持続可

能性の確保への取組 

医療介護総合確保推進法の施行 

在宅医療・介護連携の推進、介護予防・日常生活支援総合

事業の導入、認知症施策の強化（認知症初期集中支援推進

事業）など 

複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援

体制の構築、高齢者の住まいに関する都道府県・市町村間

の情報連携強化、医療・介護データ基盤の整備推進 

2040年を展望し、誰もがより長く元気に活躍できる社会の実現 

• 介護サービス基盤の計画的な整備（地域の実情に応じたサービス基盤の整備、在宅サービスの充実） 

• 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組（地域共生社会の実現、介護事業所間、医

療・介護間での連携を円滑に進めるための医療・介護情報基盤の整備、保険者機能の強化） 

• 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上の推進 
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（２）地域共生社会の実現 

超高齢社会における様々な問題に対応するためには、対象分野ごとの福祉サービスを充実させ

るだけでなく、制度や分野、支え手と受け手の関係を超えた地域共生社会を実現していく必要が

あります。また、高齢者ができる限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを続けられるよう、

地域包括ケアシステムを発展させていくことが重要です。 

 

地域共生社会の実現 概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

共生型 

サービス 
生活困窮者支援 

高齢者 

（地域包括ケアシステム） 

子ども・子育て家庭 障がい者 

対象者等で区切れない 

複雑・高度な福祉課題 
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２ 計画の位置付け 

（１）法的位置付け 

高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第 20 条の８の規定に基づく「市町村老人福祉計画」とし

て策定する計画です。また、介護保険事業計画は、介護保険法第 117条の規定に基づく「市町村

介護保険事業計画」として策定する計画です。 

○「老人福祉法」から抜粋 

（市町村老人福祉計画） 

第二十条の八 市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人福

祉事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」という。）

を定めるものとする。 

○「介護保険法」から抜粋 

（市町村介護保険事業計画） 

第百十七条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業

に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）を定

めるものとする。 

 

 

（２）他の計画との関係 

市の上位計画等との関係は、次の図のとおりです。 

■他の計画との関係 

 

 

 

     
  

稚内市総合計画 

稚内市地域福祉計画 

第
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期
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保
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業
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齢
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祉
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内
市
デ
ー
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ヘ
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計
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稚
内
市
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本
計
画
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福
祉
計
画
・
障
が
い
児
福
祉
計
画 

稚
内
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

 国  

〇介護保険事業計画基本指針 

〇福祉人材確保指針 

〇介護雇用管理改善等計画 

〇認知症施策推進基本計画 

 道  

〇北海道高齢者保健福祉計

画・介護保険事業支援計画 

〇北海道医療計画 

 市その他の関連計画  

〇稚内市地域防災計画 

〇稚内市男女共同参画行動 

計画 
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３ 計画期間 

介護保険事業計画は、介護保険法に基づき、３年を１期とする計画の策定が義務付けられてい

ます。第９期の計画期間は、令和６（2024）年度から令和８（2026）年度までの３年間です。 

（年度） 

平成 30～令和２ 

2018～2020 
令和３～令和５ 

2021～2023 
令和６～令和８ 

2024～2026 

令和９～令和 11 

2027～2029 

令和 12～令和 14 

2030～2032 

     

 

４ 策定体制 

（１）策定体制 

高齢者福祉施策については、幅広い関係者の協力を得ながら、地域の実情に応じた施策を展開

することが求められています。 

市は、学識経験者や介護サービス事業従事者、一般公募による市民で構成される計画策定委員

会（稚内市介護保険運営協議会）の意見を踏まえ、計画を策定します。 

計画策定委員会は、市の諮問を受けて計画策定（改定）とともに計画の推進に係る調査及び審

議を行い、運営は介護保険並びに高齢者支援担当課が行います。 

計画策定（改定）及び事業実施に当たっては、市民、関係者等の意見を聴くこととします。 

 

（２）アンケート調査などの実施 

高齢者の現状（既存のデータでは把握困難な生活や社会参加の状況等）、介護の実態や潜在的

なニーズなどを把握し、計画策定の参考とするため、アンケート調査や介護事業所職員による

ワークショップを実施しました。 

• 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

• 在宅介護実態調査 

• 介護事業所職員によるワークショップ 

 

（３）パブリック・コメントの実施 

パブリック・コメント制度とは、市民の皆様の声を市政に活かすため、市の重要な政策などを

決定する場合、あらかじめ「案」の段階から公表して市民の皆様の意見をいただき、その意見等

を十分に考慮した上で、最終的な意思決定を行う制度です。 

これは、多くの方の意見を伺うことで、市が意思決定を行うに当たって、公正性を確保すると

ともに、説明責任の徹底を図るものです。 

本計画は、高齢者に関する施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、介護保険事業を円滑

に実施していくための重要な計画であることから、本計画の策定においてもパブリック・コメン

トを実施しました。 

実施期間：令和６（2024）年２月２日から令和６（2024）年２月 15日まで 

第７期計画 第８期計画 第９期計画 第 10 期計画 第 11 期計画 
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５ 推進体制 

本計画を効果的かつ実効性のあるものとするために、計画・実行・評価・改善のＰＤＣＡサイ

クルを確立し、管理していきます。 

また、高齢福祉・介護保険部門間の連携はもとより、企画・総務部局、交通部局など、庁内の

関係部署が幅広く連携を取って各種事業を計画的・総合的に展開し、計画の円滑な推進を図りま

す。 

さらに、全市的な観点から本計画を推進するため、医療機関や社会福祉法人などの関係機関と

の連携を進めます。 

 

ＰＤＣＡサイクル 概念図 
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６ 国の基本指針 

第９期介護保険事業計画の基本指針の基本的な考え方及び見直しのポイントは、以下のとおり

です。 

 

■基本的な考え方 

○第９期計画期間中には、団塊の世代が全員 75歳以上となる 2025年を迎えることになる。 

○また、高齢者人口がピークを迎える 2040 年を見通すと、85 歳以上人口が急増し、医療・介護

双方のニーズを有する高齢者など様々なニーズのある要介護高齢者が増加する一方、生産年齢

人口が急減することが見込まれている。 

○さらに、都市部と地方で高齢化の進みが大きく異なるなど、これまで以上に中長期的な地域の人口動

態や介護ニーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整備するとともに、地域の実情に応じて地

域包括ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場の生産性の向上を図るための具体的な

施策や目標を優先順位を検討した上で、介護保険事業（支援）計画に定めることが重要となる。 

 

■見直しのポイント 

１．介護サービス基盤の計画的な整備 

①地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

⚫ 中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サービス種別の

変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に応じて介護サービス基盤を

計画的に確保していくことが必要 

⚫ 医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的かつ効果的に

提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要 

⚫ 中長期的なサービス需要の見込みをサービス提供事業者を含め、地域の関係者と共有し、

サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要 

②在宅サービスの充実 

⚫ 居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能

型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる普及 

⚫ 居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービスの整備を

推進することが重要 

⚫ 居宅要介護者を支えるための、訪問リハビリテーション等や介護老人保健施設による在宅療

養支援の充実 

《記載の充実を検討する事項》 

○中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サービス種別の変更など
既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に応じて介護サービス基盤を計画的に確保して
いく必要性 

○医療・介護を効率的かつ効果的に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化 
○サービス提供事業者を含め、地域の関係者とサービス基盤の整備の在り方を議論することの重要性 
○居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービスの整備を推進する

ことの重要性 
○居宅要介護者の在宅生活を支える定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、看

護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる普及 

○居宅要介護者を支えるための、訪問リハビリテーション等や介護老人保健施設による在宅療養支援の充実 
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２．地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

①地域共生社会の実現 

⚫ 地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得るものであり、

制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、地域住民や多様な主体

による介護予防や日常生活支援の取組を促進する観点から、総合事業の充実を推進 

⚫ 地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、重層的支援体

制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等を担うことも期待 

⚫ 認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深めることが重要 

②デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための医療・介

護情報基盤を整備 

③保険者機能の強化 

⚫ 給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化 

《記載の充実を検討する事項》 

○総合事業の充実化について、第９期計画に集中的に取り組む重要性 
○地域リハビリテーション支援体制の構築の推進 
○認知症高齢者の家族やヤングケアラーを含む家族介護者支援の取組 
○地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備等 
○重層的支援体制整備事業などによる障害者福祉や児童福祉など他分野との連携促進 
○認知症施策推進大綱の中間評価を踏まえた施策の推進 
○高齢者虐待防止の一層の推進 
○介護現場の安全性の確保、リスクマネジメントの推進 
○地域共生社会の実現という観点からの住まいと生活の一体的支援の重要性 
○介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための情報基盤を整備 
○地域包括ケアシステムの構築状況を点検し、結果を第９期計画に反映。国の支援として点検ツールを

提供 
○保険者機能強化推進交付金等の実効性を高めるための評価指標等の見直しを踏まえた取組の充実 
○給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化、介護給付費の不合理な地域差の改善と給付

適正化の一体的な推進 

３．地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

⚫ 介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離職防止、

外国人材の受入環境整備などの取組を総合的に実施 

⚫ 都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進。介護の経営の協

働化・大規模化により、人材や資源を有効に活用 

⚫ 介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進 

《記載の充実を検討する事項》 

○ケアマネジメントの質の向上及び人材確保 
○ハラスメント対策を含めた働きやすい職場づくりに向けた取組の推進 
○外国人介護人材定着に向けた介護福祉士の国家資格取得支援等の学習環境の整備 
○介護現場の生産性向上に資する様々な支援・施策に総合的に取り組む重要性 
○介護の経営の協働化・大規模化により、サービスの品質を担保しつつ、人材や資源を有効に活用 
〇文書負担軽減に向けた具体的な取組（標準様式例の使用の基本原則化、「電子申請・届出システム」利

用の原則化） 
○財務状況等の見える化 
○介護認定審査会の簡素化や認定事務の効率化に向けた取組の推進 
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第２章 高齢者を取り巻く現状 

１ 人口・世帯等の状況 

（１）総人口の推移 

本市の総人口は減少傾向にあり、平成 30（2018）年の 34,340 人から、令和５（2023）年には

31,150人へと推移し、3,190 人の減少がみられます。また、減少傾向は今後も続く見込みとなっ

ており、現役世代が急減する令和 22（2040）年には 20,247 人となる推計です。 

年齢区分別にみると、０～64 歳人口は一貫して減少傾向となっていますが、65 歳以上（高齢

者）人口は令和３（2021）年まで増加した後、令和４（2022）年以降は減少し、今後も減少が続

く見込みとなっています。 

高齢化率をみると、上昇が続く見込みとなっており、令和 22（2040）年には 40％を超える推計

となっています。 

年齢区分別人口の推移と推計 

 
 

単位：人 

  

実績値 推計値 

平成 30年 

2018 年 

令和元年 

2019 年 

令和２年 

2020 年 

令和３年 

2021 年 

令和４年 

2022 年 

令和５年 

2023 年 

令和６年 

2024 年 

令和７年 

2025 年 

令和８年 

2026 年 

令和 22 年 

2040 年 

０～14 歳 3,769 3,626 3,475 3,292 3,144 2,986 2,822 2,673 2,542 1,408 

15～39 歳 7,652 7,386 7,173 6,897 6,722 6,569 6,391 6,220 6,051 3,873 

40～64 歳 11,994 11,697 11,510 11,239 11,012 10,771 10,525 10,281 10,024 6,307 

65 歳以上 10,925 10,981 10,992 10,995 10,933 10,824 10,746 10,643 10,536 8,659 

計 34,340 33,690 33,150 32,423 31,811 31,150 30,484 29,817 29,153 20,247 

高齢化率 31.8％ 32.6％ 33.2％ 33.9％ 34.4％ 34.7％ 35.3％ 35.7％ 36.1％ 42.8％ 

資料：実績値は住民基本台帳（各年９月末現在）、推計値はコーホート変化率法による 
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平成 30（2018）年と令和５（2023）年の人口ピラミッドを比較すると、平成 30（2018）年は、

男女ともに「65～69歳」が最も多くなっている一方、令和５（2023）年は、男女ともに「70～74歳」

が最も多くなっています。 

また、令和５（2023）年の 65歳以上をみると、男女ともに「85歳以上」の年齢層において、平

成 30（2018）年よりも多くなっています。 

人口ピラミッドの推移 

平成 30（2018）年 

 

 

 

令和５（2023）年 

 
   資料：住民基本台帳（各年９月末現在）  
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（２）高齢者人口と高齢化率の推移 

本市の高齢者人口は、令和３（2021）年まで増加が続いていましたが、令和４（2022）年に減少

に転じ、今後も減少傾向で推移するものと見込まれています。令和５（2023）年は 10,824 人でし

たが、令和８（2026）年は 10,536 人、令和 22（2040）年は 8,659 人に減少すると見込まれます。 

高齢者人口の内訳をみると、65～74歳（前期高齢者）は、令和３（2021）年以降、減少に転じて

おり、75歳以上（後期高齢者）は、今後も増加傾向で推移するものの、令和 22（2040）年は 5,126

人と令和５（2023）年の 5,736人よりも減少するものと見込まれます。 

本市の高齢化率は、北海道と全国の値を上回って推移し、上昇が続いています。 

高齢者人口の推移と推計 

 
資料：実績値は住民基本台帳（各年９月末現在）、推計値はコーホート変化率法による 

 

高齢化率の推移（比較） 

 
資料：稚内市 住民基本台帳（各年９月末現在） 

北海道及び全国 総務省「人口推計」（各年 10 月１日現在）  
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（３）高齢者の世帯の状況 

本市の総世帯数は減少が続いていますが、高齢世帯（世帯主が 65 歳以上である世帯）数は増

加が続いており、令和２（2020）年は 6,616 世帯となっています。 

高齢世帯の内訳の推移をみると、単独世帯（一人暮らし世帯）は、平成 27（2015）年は 2,084

世帯でしたが、令和２（2020）年は 2,454 世帯となっており、370 世帯増加しています。 

単独世帯率（高齢世帯に占める単独世帯の割合）も上昇が続いており、令和２（2020）年は、

37.1％（約４割）となっています。 

 

高齢世帯（世帯主が 65 歳以上である世帯）数の推移 

 

資料：総務省「国勢調査」 

 

高齢世帯（世帯主が 65 歳以上である世帯）の内訳、単独世帯率の推移  

 

資料：総務省「国勢調査」 
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一般世帯に占める高齢者（65歳以上）のいる世帯の割合について、北海道と全国の値と比較す

ると、本市の割合はやや高くなっています。 

また、高齢者のいる世帯の家族類型別割合を同様に比較すると、「単独世帯」と「夫婦のみの世

帯」を合わせた割合は、北海道より低く、全国より高くなっています。 

 

 

一般世帯に占める高齢者（65 歳以上）のいる世帯の割合の比較（令和２年） 

 

資料：総務省「国勢調査」 

 

 

高齢者（65 歳以上）のいる世帯の家族類型別割合の比較（令和２年） 

   

資料：総務省「国勢調査」 
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（４）高齢者の就労状況 

本市の就労状況について、60歳以上の就業率を、平成 27（2015）年と令和２（2020）年で比較

すると、全ての年齢層において上昇がみられます。 

また、令和２（2020）年の本市の就業率は、「85 歳以上」を除く全ての年齢層において、北海

道の値より高くなっており、「65～69歳」及び「70～74歳」において、全国の値よりも高くなっ

ています。  

 

 

就業率の比較 

  
 

 

単位：％ 

 

稚内市 北海道 全国 

平成 27 年 

2015 年 

令和２年 

2020 年 

令和２年 

2020 年 

令和２年 

2020 年 

60～64 歳 66.5 70.6 69.2 71.0 

65～69 歳 46.4 52.0 48.5 50.0 

70～74 歳 25.1 35.3 31.5 34.3 

75～79 歳 14.2 19.0 16.0 19.7 

80～84 歳 8.2 9.9 8.3 11.1 

85 歳以上 2.1 3.3 3.3 4.5 

資料：総務省「国勢調査」 
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本市の 65歳以上の就業率は、男性では 38.0％、女性では 19.7％となっています。 

「60～64歳」では男性の 83.8％、女性の 58.3％が働いており、「65～69歳」では男性の

64.0％、女性の 40.8％が働いています。 

また、北海道と全国の値と比較すると、本市の就業率は、「60～64歳」から「70～74歳」

で、男性は北海道と全国を上回っていますが、女性は北海道より上回っているものの、全国と

は同程度か下回っています。 

 

男女別の就業率の比較（令和２（2020）年） 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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２ 介護保険事業の状況 

（１）認定者数及び認定率の推移 

本市の要介護・要支援認定者数（第１号被保険者）は増加傾向にあり、令和５（2023）年は 1,857

人となっており、今後も増加が続くと見込まれます。要介護認定率も上昇傾向にあり、令和５

（2023）年は 17.0％となっています。 

また、本市の要介護認定率は、北海道と全国の値を下回って推移しています。 

 

認定者数と認定率の推移 

 
 

単位：人 

 

実績値 推計 

平成 30年 

2018 年 

令和元年 

2019 年 

令和２年 

2020 年 

令和３年 

2021 年 

令和４年 

2022 年 

令和５年 

2023 年 

令和６年 

2024 年 

令和７年 

2025 年 

令和８年 

2026 年 

令和 22年 

2040 年 

認定者数 1,691 1,762 1,788 1,838 1,831 1,857 1,927 1,964 1,985 1,949 

 要支援１ 219 217 215 237 237 213 216 218 221 206 

 要支援２ 162 201 181 179 184 175 175 179 182 171 

 要介護１ 423 430 419 474 492 486 496 505 513 508 

 要介護２ 275 263 275 281 282 305 324 333 333 325 

 要介護３ 211 220 229 230 222 244 262 269 270 267 

 要介護４ 226 251 257 246 231 278 305 311 315 321 

 要介護５ 175 180 212 191 183 156 149 149 151 151 

認定率（稚内市） 15.3％ 15.9％ 16.1％ 16.6％ 16.6％ 17.0％ 17.9％ 18.5％ 18.8％ 22.5％ 

認定率（北海道） 19.7％ 20.0％ 20.2％ 20.4％ 20.6％ 20.8％ - - - - 

認定率（全国） 18.3％ 18.5％ 18.6％ 18.8％ 19.1％ 19.3％ - - - - 

資料：「介護保険事業状況報告（月報）」（各年９月末現在）、令和６（2024）年以降は推計値 

※要介護認定率は、第１号被保険者の要支援・要介護者数を、第１号被保険者数で除して算出しています。 
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18.3 18.5 18.6 18.8 19.1 19.3

0

5

10

15

20

25

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成30年

2018年

令和元年

2019年

令和２年

2020年

令和３年

2021年

令和４年

2022年

令和５年

2023年

令和６年

2024年

令和７年

2025年

令和８年

2026年

令和22年

2040年

（％）（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２
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（２）認知症高齢者数の現状と将来推計 

要介護・要支援認定者のうち、認知症高齢者数（日常生活自立度Ⅱ以上：日常生活に支障があ

る認知症状あり）は増加傾向にあり、令和５（2023）年は 1,262 人、高齢者数全体の 11.7％と

なっています。要介護認定を申請していない方などを含めると、実際の認知症高齢者数はこれよ

りも多いと考えられます。 

要介護度別にみると、「要支援１」及び「要支援２」では、各 10～50 人程度ですが、「要介護

１」では 300 人以上となっており、「要介護１」以上になることで、認知症状のある方も増えて

います。 

 

 

要介護度別の認知症高齢者数と割合 

 
単位：人  

 実績値 推計値 
平成 28 年 

2016 年 

平成 29 年 

2017 年 

平成 30 年 

2018 年 

令和元年 

2019 年 

令和２年 

2020 年 

令和３年 

2021 年 

令和４年 

2022 年 

令和５年 

2023 年 

令和７年 

2025 年 

令和 22 年 

2040 年 

認知症高齢者数 1,129  1,185  1,218  1,260  1,274  1,260  1,259  1,262  1,302  1,344  

 要支援１ 32 41 40  50  49  38  33  44  49  55  

 要支援２ 28 23 23  30  30  17  17  31  32  33  

 要介護１ 326 347 341  353  330  368  394  356  358  359  

 要介護２ 211 222 235  223  226  230  228  236  240  245  

 要介護３ 168 185 198  201  203  208  198  203  213  223  

 要介護４ 194 196 205  222  226  217  206  247  257  267  

 要介護５ 170 171 176  181  210  182  183  145  153  162  
高齢者（要介護認定

者）に占める割合 10.6％ 11.0％ 11.1％ 11.5％ 11.6％ 11.5％ 11.5％ 11.7％ 12.3％ 15.5％ 

資料：稚内市長寿あんしん課（各年９月末現在）  

  

32 41 40 50 49 38 33 44 49 55 
28 23 23 30 30 17 17 31 32 33 

326 347 341 353 330 368 394 356 358 359 

211 222 235 223 226 230 228 236 240 245 
168 185 198 201 203 208 198 203 213 223 
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要介護３ 要介護４ 要介護５ 高齢者に占める割合

実績値 推計値



 

18 

 

（３）介護サービス受給者の状況 

本市の介護サービス受給者数（月平均）は増加傾向にあり、令和４（2022）年は 1,412 人となっ

ています。 

介護サービス別にみると、「施設サービス受給者」及び「居住系サービス受給者」は横ばいで推

移している一方、「在宅サービス受給者」は微増が続いています。 

介護サービス別構成比をみると、「在宅サービス受給者」が約 60％、「施設サービス受給者」が

約 25％、「居住系サービス受給者」が約 15％を占めて推移しています。 

 

介護サービス受給者数（月平均）の推移 

 

資料：「介護保険事業状況報告（月報）」（12 か月分の平均値） 

 

介護サービス受給者（月平均）のサービス別構成比の推移 

 
 

資料：「介護保険事業状況報告（月報）」（12 か月分の平均値） 
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（４）介護費用額の状況 

本市の介護費用額（月額）は増加傾向にあり、令和４（2022）年度は 242,864 千円となってい

ます。 

介護サービス別に費用額の推移（平成 30（2018）年度から令和４（2022）年度）をみると、「在

宅サービス」の増加率が最も高く、約 17％増となっています。 

第１号被保険者一人１月当たり費用額も増加傾向にあり、令和４（2022）年度は 21,802 円と

なっています。 

また、本市の第１号被保険者一人１月当たり費用額は、北海道と全国の平均額を下回って推移

しています。 

介護費用額（月額）の推移 

 

資料：「介護保険事業状況報告（年報）」（令和３～４年度：「介護保険事業状況報告（月報）」累計） 

 

第１号被保険者一人１月当たり費用額の推移（比較） 

 

※介護費用額（月額）は、年度実績を 12 で除して算出しています。 

資料：「介護保険事業状況報告（年報）」（令和３～４年度：「介護保険事業状況報告（月報）」累計） 
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３ アンケート調査結果の概要 

（１）調査の目的 

本調査は、本計画を策定するに当たり、市内にお住まいの方を対象にアンケートを行い、日常

生活の中で抱えている課題や現状の把握及び今後の市の高齢者福祉施策の一層の充実や、介護保

険事業の円滑な運営に活用するために実施しました。 

 

（２）実施概要 

●調査対象 

種 別 対象者 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 65 歳以上の市民 

在宅介護実態調査 
在宅の要支援・要介護認定者のうち、更新申請・区分変

更申請に伴う認定調査を受ける（受けた）方 

●調査期間 

種 別 期間 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 令和５年２月 10 日 ～ 令和５年３月 10 日 

在宅介護実態調査 令和５年２月１日 ～ 令和５年８月 31 日 

●調査方法 

種 別 調査方法 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 郵送調査 

在宅介護実態調査 聞き取り調査 

●配布・回収 

種 別 配布数 回収数 回収率 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 1,000 票 707 票 70.7％ 

在宅介護実態調査 -票 202 票 -％ 

 

（３）調査結果のみかた 

・図表中の「ｎ」は当該設問の回答者総数を表しており、百分率％は「ｎ」を 100％として算出

しています。 

・百分率％は、全て小数点第２位以下を四捨五入し、小数点第１位までを表記しているため、選

択肢の割合の合計が 100％にならない場合があります。 

・複数回答の設問では、全ての比率の合計が 100％を超えることがあります。 

・選択肢の語句が長い場合、本文中及び図表中では省略した表現を用いる場合があります。 
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（４）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果の概要 

１．家族構成について 

家族構成については、「夫婦 2 人暮らし（配偶者 65 歳以上）」が 43.0％と最も高く、次いで

「1 人暮らし」が 27.6％、「息子・娘との 2 世帯」が 12.7％、「夫婦 2人暮らし（配偶者 64 歳

以下）」が 3.1％となっています。 

 

 

 

 

２．普段の生活での介護・介助の必要性について 

普段の生活での介護・介助の必要性については、「介護・介助は必要ない」が 80.5％と最も

高く、次いで「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」が 8.3％、「現在、何ら

かの介護を受けている」が 7.5％となっています。 

 

 

 

1人暮らし

27.6%

夫婦2人暮らし

（配偶者65歳以上）

43.0%

夫婦2人暮らし

（配偶者64歳以下）

3.1%

息子・娘との2世帯

12.7%

その他

11.3%

無回答

2.3%

ｎ=707

介護・介助は必要ない

80.5%

何らかの介護・介助は必要だが、

現在は受けていない

8.3%

現在、何らかの介護を受けている

7.5% 無回答

3.7%

ｎ=707
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３．介護・介助が必要になった主な原因について 

介護・介助が必要になった主な原因については、「高齢による衰弱」が 22.3％と最も高く、

次いで「骨折・転倒」が 17.0％、「心臓病」が 15.2％、「脳卒中（脳出血・脳梗塞等）」が 12.5％

となっています。 

 

 

 

４．介護・介助を行っている人について 

介護・介助を行っている人については、「介護サービスのヘルパー」が 47.2％と最も高く、

次いで「配偶者（夫・妻）」が 30.2％、「娘」が 26.4％、「息子」が 17.0％となっています。 
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2.7

19.6
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脳卒中（脳出血 脳梗塞等）

心臓病

がん（悪性新生物）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

関節の病気（リウマチ等）

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

糖尿病

腎疾患（透析）

視覚・聴覚障害

骨折・転倒

脊椎損傷

高齢による衰弱

その他

不明

無回答

ｎ=112

30.2

17.0

26.4

7.5

5.7

1.9

47.2

1.9

7.5

0% 20% 40% 60%

配偶者（夫・妻）

息子

娘

子の配偶者

孫

兄弟・姉妹

介護サービスのヘルパー

その他

無回答

ｎ=53
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５．外出を控えているかについて 

外出を控えているかについては、「はい」が 38.5％、「いいえ」が 60.4％となっています。 

 

 
 

 

６．外出を控えている理由について 

外出を控えている理由については、「コロナウイルスが心配」が 56.6％と最も高く、次いで

「足腰などの痛み」が 43.4％、「坂道や階段の昇り降りが困難」が 21.3％、「外での楽しみが

ない」が 17.6％となっています。 

 

 

  

はい

38.5%
いいえ

60.4%

無回答

1.1%

ｎ=707

6.6

2.6

43.4

9.2

5.1

5.5

17.6

8.1

21.3

1.8

7.4

56.6

13.2

3.7

0% 20% 40% 60% 80%

病気

障害（脳卒中の後遺症など）

足腰などの痛み

トイレの心配（失禁など）

耳の障害（聞こえの問題など）

目の障害

外での楽しみがない

経済的に出られない

坂道や階段の昇り降りが困難

2階以上に居住しているため

公共交通機関が少ない

コロナウイルスが心配

その他

無回答

ｎ=272
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７．外出する際の移動手段について 

外出する際の移動手段については、「自動車（自分で運転）」が 47.5％と最も高く、次いで「徒

歩」が 40.2％、「自動車（人に乗せてもらう）」が 28.7％、「路線バス」が 24.6％、「タクシー」

が 19.0％となっています。 

 

 

８．趣味の有無、生きがいの有無 

趣味の有無については、「趣味あり」が 60.7％、「思いつかない」が 31.3％となっています。 

生きがいの有無については、「生きがいあり」が 48.5％、「思いつかない」が 40.5％となっ

ています。 

 

趣味の有無              生きがいの有無 
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歩行器・シルバーカー

タクシー

その他

無回答

ｎ=707

趣味あり

60.7%

思いつかない

31.3%

無回答

8.1%

ｎ=707

生きがいあり

48.5%
思いつかない

40.5%

無回答

11.0%

ｎ=707

生きがいあり

48.5%
思いつかない

40.5%

無回答

11.0%

ｎ=707
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９．グループ等に参加する頻度について 

グループ等に参加する頻度については、いずれも「参加していない」の割合が最も高くなっ

ています。また、⑦町内会・自治会の「年に数回」が 15.4％、⑧収入のある仕事の「週４回以

上」が 14.4％で比較的高い割合を示しています。 

「週４回以上」から「年に数回」までを合計した『参加している（計）』の割合をみると、⑧

収入のある仕事が 21.7％と最も高く、次いで⑦町内会・自治会が 18.9％、③趣味関係のグルー

プが 14.8％、②スポーツ関係のグループやクラブが 11.1％、①ボランティアのグループが

7.1％、⑥老人クラブが 5.4％、⑤介護予防のための通いの場が 5.1％、④学習・教養サークル

が 2.5％となっています。 

 

 

10．グループ活動への参加意向について 

参加者としての参加意向については「参加してもよい」が 41.4％と最も高く、次いで「参加

したくない」が 38.0％、「既に参加している」が 2.8％となっています。 

企画・運営（お世話役）としての参加意向については、「参加したくない」が 54.9％と最も

高く、次いで「参加してもよい」が 29.3％、「既に参加している」が 1.4％となっています。 
 

 

14.4 

0.4 

0.0 

0.3 

0.0 

1.1 

1.7 

0.7 

3.5 

0.1 

0.3 

0.8 

0.3 

2.7 

3.0 

0.6 

0.8 

0.3 

0.4 

2.3 

0.4 

3.7 

3.0 

1.0 

1.3 

2.7 

2.3 

0.7 

0.8 

3.8 

1.7 

1.8 

1.7 

15.4 

2.4 

1.0 

1.0 

3.5 

1.7 

3.0 

40.6 

43.0 

53.0 

52.3 

53.6 

47.4 

49.5 

51.5 

37.6 

38.0 

41.6 

42.6 

43.8 

37.8 

39.5 

41.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑧収入のある仕事

⑦町内会・自治会

⑥老人クラブ

⑤介護予防のための通いの場

④学習・教養サークル

③趣味関係のグループ

②スポーツ関係のグループやクラブ

①ボランティアのグループ

ｎ=707

週4回以上 週2～3回 週1回 月1～3回 年に数回 参加していない 無回答

29.3 

41.4 

54.9 

38.0 

1.4 

2.8 

12.7 

11.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企画・運営（お世話役）

としての参加意向

参加者としての参加意向

ｎ=707

参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

29.3 

41.4 

54.9 

38.0 

1.4 

2.8 

12.7 

11.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企画・運営（お世話役）

としての参加意向

参加者としての参加意向

ｎ=707

参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答
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11．家族や友人以外の相談相手について 

家族や友人以外の相談相手については、「そのような人はいない」が 45.0％と最も高く、次

いで「医師・歯科医師・看護師」が 15.3％、「地域包括支援センター・役所・役場」が 14.9％

となっています。 

 

 

 

 

 

12．認知症について 

認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいるかについては、「はい」が 10.6％、

「いいえ」が 82.5％となっています。 

認知症に関する相談窓口の認知については、「はい」（知っている）が 29.6％、「いいえ」（知

らない）が 62.7％となっています。 

 

認知症の症状がある（本人又は家族）     認知症の相談窓口を知っている 

     
 

 

7.2

7.5

6.2

15.3

14.9

5.8

45.0

13.7

0% 20% 40% 60%

自治会・町内会・老人クラブ

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネジャー

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・役所・役場

その他

そのような人はいない

無回答

ｎ=707

はい

10.6%

いいえ

82.5%

無回答

6.9%

ｎ=707

はい

29.6%

いいえ

62.7%

無回答

7.8%

ｎ=707

生きがいあり

48.5%
思いつかない

40.5%

無回答

11.0%

ｎ=707
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13．在宅医療を知っているかについて 

在宅医療を知っているかについては、「ある程度知っている」が 42.7％と最も高く、次いで

「言葉だけは知っている」が 30.3％、「よく知っている」が 11.7％、「知らない」が 7.9％と

なっています。 

 

 
 

 

14．長期の治療や療養が必要になった場合に在宅医療を希望するかについて 

長期の治療や療養が必要になった場合に在宅医療を希望するかについては、「希望するが実

現はむずかしい」が 50.9％と最も高く、次いで「希望しない」が 20.2％、「希望するし、実現

は可能だと思う」が 18.1％、「現在、在宅医療を受けている」が 0.6％となっています。 

 

 

 

 

 

よく知っている

11.7%

ある程度知っている

42.7%

言葉だけは知っている

30.3%

知らない

7.9%

無回答

7.4%

ｎ=707

希望するし、

実現は可能だ

と思う

18.1%

希望するが

実現はむずかしい

50.9%

希望しない

20.2%

現在、在宅医療を

受けている

0.6%

無回答

10.2%

ｎ=707
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15．人生の最期を迎えたい場所 

人生の最期を迎えたい場所については、「在宅で療養して必要になれば医療機関に入院」が

37.3％と最も高く、次いで「医療機関に入院」が 19.9％、「特別養護老人ホーム等の介護施設」

が 13.6％、「在宅で最期まで療養」が 11.6％となっています。 

 

 

 

  

在宅で最期まで

療養

11.6%

在宅で療養して

必要になれば

医療機関に入院

37.3%

医療機関に入院

19.9%

特別養護老人

ホーム等の介護

施設

13.6%

その他

3.1%

無回答

14.4%

ｎ=707
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（５）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果からみえる課題 

◆介護予防の推進について 

普段の生活での介護・介助の必要性については、「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受

けていない」（8.3％）と「現在、何らかの介護を受けている」（7.5％）を合計した『何らかの

介護・介助が必要』が、15.8％となっています。介護・介助が必要になった主な原因について

は、「高齢による衰弱」が 22.3％と最も高くなっていますが、「心臓病」が 15.2％、「脳卒中（脳

出血・脳梗塞等）」が 12.5％、「糖尿病」が 8.9％、「がん（悪性新生物）」が 4.5％など、生活

習慣病が原因となっている人も見受けられます。 

また、グループ等に参加する頻度における「介護予防のための通いの場」については、「参加

していない」が 52.3％と、参加していない高齢者が多いことがうかがえます。 

介護予防においては、生活習慣病を予防することは重要であり、参加しやすい介護予防のた

めの通いの場づくりや参加意欲が高まるようなプログラムの検討、情報発信などの工夫により

参加者を増やしていく必要があります。また、国民健康保険の特定健康診査や特定保健指導、

その他の保健事業と連携して、一体的に取り組むことで、介護予防・フレイル予防の取組をよ

り効果的に推進していくことが求められます。 

 

◆地域包括ケアシステムの構築・認知症施策の推進について 

家族や友人以外の相談相手については、「そのような人はいない」が 45.0％と最も高くなっ

ている一方で、「医師・歯科医師・看護師」が 15.3％、次いで「地域包括支援センター・役所・

役場」が 14.9％となっています。定期的に通院することなどによって、医師や看護師が健康面

などの身近な相談相手となっている高齢者がいることがうかがえます。このため、医療機関と

の連携体制の構築・強化により、高齢者の相談窓口である地域包括支援センターへつないでも

らうように進めていくことが求められます。 

また、認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいるかについては、「はい」が

10.6％となっており、一定の割合で認知症高齢者がいることがうかがえますが、認知症に関す

る相談窓口の認知については、「はい」（知っている）は 29.6％にとどまっており、認知症の早

期対応に遅れが出ることが想定されます。 

今後、認知症高齢者の増加が予測される中で、認知症の早期発見、早期対応を行うために、

相談先の周知や認知症ケアパスの普及啓発、認知症初期集中支援チームの周知を進めていくと

ともに、認知症の人とその家族が、住み慣れた地域で相談や医療・介護等の支援が受けられる

体制づくりを進めていくことが求められます。 

 

◆外出支援の推進について 

外出を控えているかについては、「はい」が 38.5％となっており、外出を控えている理由に

ついては、「コロナウイルスが心配」が 56.6％と最も高くなっていますが、これに次いで「足

腰などの痛み」が 43.4％、「坂道や階段の昇り降りが困難」が 21.3％となっています。 

外出する際の移動手段については、「自動車（自分で運転）」が 47.5％と最も高くなっていま

す。このため、今後、足腰などの痛みが生じた場合には、自分で自動車の運転ができず、坂道や

階段のつらさなどもあって外出を控えるようになる方が増加してしまうことも懸念されます。 

また、高齢者の自動車運転による事故も社会問題となっていることから、運転免許証を返納

しても外出しにくくならないように、外出支援の取組を充実させていくことが必要です。  
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◆生きがいづくりの充実について 

趣味の有無については、「趣味あり」が 60.7％となっており、生きがいの有無については、

「生きがいあり」が 48.5％となっています。また、地域住民の有志による健康づくりや趣味等

のグループ活動への参加意向については、「既に参加している」（2.8％）、「参加してもよい」

（41.4％）を合計した『参加意向あり』は 44.2％となっており、半数近くなっています。また、

お世話役として『参加意向あり』は 30.7％となっています。 

一方で、グループ等に参加する頻度については、『参加している（計）』は、「収入のある仕

事」が 21.7％と最も高く、次いで「町内会・自治会」が 18.9％と、割合が高いものでも２割程

度となっています。 

このため、高齢者の地域活動・社会参加を促進する取組を進めるとともに、お世話役として

参加する人を増やしていくことで、高齢者の生きがいづくりや地域活動の活性化につなげ、地

域の住民同士が支え合う仕組みづくりを充実させていく必要があります。 

 

◆家族介護への支援について 

介護・介助を行っている人については、「介護サービスのヘルパー」が 47.2％と最も高くなっ

ていますが、これに次いで「配偶者（夫・妻）」が 30.2％、「娘」が 26.4％となっています。配

偶者から介護・介助を受けている人が３割おり、老老介護となっている世帯もあることがうか

がえ、そうではない場合でも家族内で介護・介助を行う場合の介護・介助者の肉体的、精神的

な負担は大きいことが考えられます。このため、そうした負担を軽減する取組や、介護を原因

とする介護・介助者のストレスによる虐待防止に関する取組など、家族介護を支援する取組を

進めていく必要があります。 

 

◆在宅医療・介護連携の推進について 

在宅医療を知っているかについては、『内容まで知っている』（「よく知っている（11.7％）」

と「ある程度知っている（42.7％）」の合計）が、54.4％となっています。 

また、人生の最期を迎えたい場所については、『在宅での療養』（「在宅で最期まで療養

（11.6％）」と「在宅で療養して必要になれば医療機関に入院（37.3％）」の合計）が、48.9％

となっています。 

一方で、長期の治療や療養が必要になった場合に在宅医療を希望するかについては、「希望

するし、実現は可能だと思う」が 18.1％に対して、「希望するが実現はむずかしい」が 50.9％

となっており、在宅医療は難しいと考えている方が多いことがうかがえます。 

今後、高齢化の進行に伴い、医療と介護の両方を必要とする高齢者の増加が見込まれる中、

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最期まで続けることができるよう、引き続き在宅医療に

ついての周知・啓発を進めていくとともに、在宅医療と介護を一体的に提供するために、医療

機関と介護事業所等の関係者との協働・連携を推進していくことが求められます。 
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（６）在宅介護実態調査結果の概要 

１．世帯類型  

世帯類型については、「その他」が 40.6％と最も高く、次いで「夫婦のみ世帯」が 31.7％、

「単身世帯」が 25.7％となっています。 

 

 

２．主な介護者の本人との関係  

主な介護者の本人との関係については、「子」が 48.6％と最も高く、次いで「配偶者」が 39.0％、

「子の配偶者」が 5.5％となっています。 

 

  

25.7% 31.7% 40.6% 2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=202)

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答

39.0%

48.6%

5.5%

0.7%

2.7%

2.7%

0.7%

0% 20% 40% 60%

配偶者

子

子の配偶者

孫

兄弟・姉妹

その他

無回答

合計(n=146)
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３．主な介護者の性別  

主な介護者の性別については、「女性」が 65.1％、「男性」が 33.6％となっています。 

 

 

４．主な介護者の年齢  

主な介護者の年齢については、「60 代」が 26.7％と最も高く、次いで「70 代」が 23.3％、

「50代」が 20.5％となっています。 

 

 

  

33.6% 65.1% 1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=146)

男性 女性 無回答

0.0%

0.0%

1.4%

7.5%

20.5%

26.7%

23.3%

19.9%

0.0%

0.7%

0% 20% 40%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

合計(n=146)
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５．保険外の支援・サービスの利用状況 

保険外の支援・サービスの利用状況については、「利用していない」が 72.8％と最も高く、

次いで「移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）」が 9.4％、「配食」が 4.5％となっています。 

 

 

６．在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービス 

在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービスについては、「特になし」が 60.4％と

最も高く、次いで「外出同行（通院、買い物など）」が 15.3％、「移送サービス（介護・福祉ﾀ

ｸｼｰ等）」が 8.4％となっています。 

 

 

  

4.5%

0.5%

1.5%

2.0%

2.5%

2.0%

9.4%

1.5%

1.5%

1.0%

72.8%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉    等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

無回答

合計(n=202)

5.0%

4.5%

4.5%

5.0%

5.4%

15.3%

8.4%

5.9%

2.5%

2.0%

60.4%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉    等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

合計(n=202)
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７．主な介護者の勤務形態 

主な介護者の勤務形態については、「働いていない」が 55.5％と最も高く、次いで「フルタ

イム勤務」が 28.1％、「パートタイム勤務」が 13.0％となっています。 

 

 

８．主な介護者の方の働き方の調整の状況 

主な介護者の方の働き方の調整の状況については、「特に行っていない」が 39.1％と最も高

く、次いで「介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」

しながら、働いている」が 28.1％、「介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を取りなが

ら、働いている」が 17.2％となっています。 

 

  

28.1% 13.0% 55.5%

0.7%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=146)

フルタイム勤務 パートタイム勤務 働いていない わからない 無回答

39.1%

28.1%

17.2%

3.1%

10.9%

1.6%

6.3%

0% 20% 40% 60%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業免除、

短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」しなが

ら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を

取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、

働いている

介護のために、その他の調整をしながら、

働いている

わからない

無回答

合計(n=64)
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９．就労の継続に向けて効果的であると考えられる勤め先からの支援 

就労の継続に向けて効果的であると考えられる勤め先からの支援については、「特にない」

が 43.8％と最も高く、次いで「制度を利用しやすい職場づくり」が 10.9％、「自営業・フリー

ランス等のため、勤め先はない」、「介護休業・介護休暇等の制度の充実」、「主な介護者に確認

しないと、わからない」がそれぞれ 7.8％となっています。 

 

10．主な介護者の就労継続の可否に係る意識 

主な介護者の就労継続の可否に係る意識については、「問題なく、続けていける」、「問題はあ

るが、何とか続けていける」がそれぞれ 31.3％と最も高く、次いで「わからない」が 9.4％、

「続けていくのは、やや難しい」が 6.3％となっています。 

 

7.8%

7.8%

10.9%

6.3%

0.0%

3.1%

1.6%

3.1%

1.6%

43.8%

7.8%

21.9%

0% 20% 40% 60%

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択(フレックスタイム制など) 

働く場所の多様化(在宅勤務・テレワークなど)

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(n=64)

31.3% 31.3% 6.3%4.7% 9.4% 17.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=64)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける
続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい
わからない 無回答



 

36 

 

11．今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護 

今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護については、「認知症状へ

の対応」が 28.8％と最も高く、次いで「夜間の排泄」が 21.2％、「外出の付き添い、送迎等」

が 19.2％となっています。 

 

 

 

 

16.4%

21.2%

6.2%

15.8%

2.7%

8.2%

5.5%

19.2%

8.9%

28.8%

1.4%

14.4%

13.0%

10.3%

0.7%

18.5%

2.7%

4.8%

0% 20% 40%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(n=146)
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（７）在宅介護実態調査結果からみえる課題 

◆介護者の負担軽減に向けた支援 

主な介護者の本人との関係については、「子」が 48.6％と最も高く、次いで「配偶者」が 39.0％

となっています。また、主な介護者の性別については、「女性」（65.1％）が「男性」（33.6％）

を大きく上回っているものの、男性も約３分の１を占めています。主な介護者の年齢について

は、「60 代」が 26.7％と最も高く、次いで「70代」が 23.3％、「50代」が 20.5％、「80歳以上」

が 19.9％となっており、60代以上が約７割となっています。 

また、今後の在宅生活の継続に向けて、介護者が不安に感じる介護については、「認知症状へ

の対応」が 28.8％と最も高く、ほかにも「排泄（夜間/日中）」、「外出の付き添い、送迎等」、

「入浴・洗身」、「家事（食事の準備、掃除、洗濯、買い物等）」など、認知機能や身体機能の低

下により引き起こされる様々な介護への不安が多く回答されています。 

このように、今後も介護者の状況や必要とされる介護などは多様化していくことが考えられ

ます。このため、世帯の状況（介護者や要介護者の状況）を適切に把握していくとともに、個々

の状況に応じたきめ細やかな支援を行うために、関係者間での連携による柔軟なサービス提供

体制の検討や、介護保険制度やサービス等の情報提供、相談支援体制の充実など、介護者の負

担を軽減できるよう重層的な支援を行っていく必要があります。 

 

◆安心につながる支援・サービスの充実 

世帯類型については、「単身世帯」が 25.7％、「夫婦のみ世帯」が 31.7％となっています。一

人暮らしの高齢者はもとより、日中独居状態となる高齢者の身体状態の重度化や、夫婦のみ世

帯が「老老介護」や認知症患者が認知症患者を介護する「認認介護」の状態となることも想定

されます。このため、そうした方々の状況の把握に努めるとともに、地域での見守り体制を充

実していくことが重要であると考えられます。 

また、「保険外の支援・サービスの利用状況（現在利用している支援・サービス）」と「在宅

生活の継続のために充実が必要な支援・サービス」を比較すると、ほとんどの支援・サービス

において「充実が必要な支援・サービス」が上回っており、特に「外出同行（通院、買い物な

ど）」は、ほかよりも割合の差が大きくなっています。 

このため、高齢者の方が住み慣れた地域で安心して在宅生活を継続していけるよう、地域の

住民同士が支え合う体制づくりを進めていくとともに、介護保険サービスだけでなく、介護保

険以外の支援・サービス（日常生活を支える各種サービスなど）を充実させていく必要がある

と考えられます。 
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◆介護者の離職防止について 

主な介護者の現在の勤務形態については、「フルタイム勤務」が 28.1％、「パートタイム勤務」

が 13.0％であり、『働いている』方は全体の 41.1％（約４割）となっています。 

主な介護者の方の働き方の調整の状況については、「特に行っていない」（39.1％）が最も高

くなっているものの、「介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・

中抜け等）」しながら、働いている」（28.1％）など、一定程度は、何らかの調整を行いながら

働いていることがうかがえます。また、就労の継続に向けて効果的であると考えられる勤め先

からの支援についても、「特にない」（43.8％）が最も高くなっているものの、「介護休業・介護

休暇等の制度の充実」（7.8％）、「制度を利用しやすい職場づくり」（10.9％）、「労働時間の柔軟

な選択（フレックスタイム制など）」（6.3％）などがみられます。 

さらに、主な介護者の就労継続の可否に係る意識について、「問題はあるが、何とか続けてい

ける」が 31.3％、『続けていくのは、難しい』（「続けていくのは、やや難しい」/「続けていく

のは、かなり難しい」の合計）が 11.0％となっており、働きながら介護を担うことに困難を感

じている方がみられます。 

介護サービスに対するニーズは、要介護者の状況だけでなく、介護者の就労状況等によって

も異なると考えられます。介護者の多様な就労状況に合わせた柔軟な対応が可能となるサービ

ス（訪問系サービスや通所系サービスの組合せ、小規模多機能居宅介護などの包括的サービス

など）の提供体制の整備など、仕事と介護を両立できる環境づくりを今後も進めていく必要が

あります。 
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４ 介護事業所職員によるワークショップ 

（１）開催目的 

介護人材が不足している昨今、「今後の介護職を担う若者は現状をどのように考え、どうした

らよいのか」をテーマに、参加する若手職員から、意見やアイディアを引き出すこと及び相互コ

ミュニケーションを図り、若手が連携してできることを導き出すこと、また、出された意見や内

容は、本計画の策定に活かすことを目的として開催しました。 

 

（２）実施概要 

内 容 日 時 対象者 参加者 

介護事業所職員

ワークショップ 
令和５年 10月 26日 

市内の介護保険事業所

に勤める 20 歳～30 歳

代の職員 

 

12名 

 

  【テーマ】 

・介護（職）に関する現状と課題 

・今後どうしたらよいのか 

・介護職の良さ 

 

（３）ワークショップの主な意見  

Ａグループ 

「介護（職）に関する現状と課題」 

・よくわからないけど続けている ・楽しい 

・身体がついていかない ・条件は良くなっているがもう少し改善が必要 

・夜勤が長い ・人と接することが好きな人が多い ・イメージと違う 

・利用者に待ってもらうのが申し訳ない ・低賃金 ・忙しい 

・感謝やありがとうで頑張れることが伝わらない  

・人材育成を学んでいる人が少ない  

・仕事をしないのに給料の高い人がいる → やってられない → 辞める 

 

「今後どうしたらよいのか」 

・賃金の見直し ・介護報酬アップ ・仕事量に見合った給料システム 

・大変なイメージが変わればよい  ・介護ロボットを導入してほしい 

・人と関わることのすばらしさを伝えていく ・ＳＮＳの活用 

・学生時代から学んだり、触れ合えたりする場があればいい ・職場の理念を発信  

 

「介護職の良さ」 

・利用者の笑顔 ・感謝の言葉をいただくことがある ・人の人生に最後まで関わる 

ことができるため、自分の人生にプラスになる ・コミュニケーション能力がつく  
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Ｂグループ 

「介護（職）に関する現状と課題」 

・勤務時間の長さ ・休みが取りにくい ・給料が少ない ・人手不足 ・新規採用がない 

・退職者が多い ・腰が痛い ・イメージよくない 

 

「今後どうしたらよいのか」 

・給料アップ ・職員の増加 ・休みの増加 ・働いている人が良いイメージを伝える 

・小さい子と交流 ・ロボットと共存 

 

「介護職の良さ」 

・感謝されることが多い ・コミュニケーション能力が高まる ・職員同士の関係が良好 

・介護の仕事をしていると褒められる ・看取りの際に家族からの感謝 

 

Ｃグループ 

「介護（職）に関する現状と課題」 

・給料が少ない ・人手不足 ・職員が少ない ・休みが少ない  

・人が少なく指導してくれない  

・夜勤月４～５回 ・若い人が介護にもっと興味を持ってほしい 

・自分の思い通りにならない ・ストレス ・若い人が辞める ・年配が多い 

・介護度が高くなり業務に追われる  

 

「今後どうしたらよいのか」 

・上司と話しやすい職場づくり ・学生向けに介護の仕事をアピール  

・給料が高いと興味を持って働き始め、介護の仕事を好きになってもらえる  

・職場体験 ・小中学校の施設見学 

 

「介護職の良さ」 

・名前を覚えてくれて信頼関係を築き頼ってもらえる ・利用者の笑顔を見られる 

・普段話さない人からの「ありがとう」 ・利用者さんの元気な姿を見られる 

 

（４）介護職員ワークショップを終えて 

今回のワークショップでは、市内介護サービス事業所に勤める 20 歳～30 歳代の若手職員を対

象者としました。 

振り返りにおいて、同じ仕事をしている仲間との交流について好意的な意見が多くあり、同じ

思いをしている仲間が多いことが実感できたことがうかがえます。また、参加者からは今回話し

た内容を持ち帰り職場で活かしたいなどの意見があり、業務の改善に取り組もうとする意欲も感

じられました。 

今回出された様々な意見は、今後の介護人材確保の取組に活かすことができるものと考えて

います。 
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５ 第８期計画（令和３年度～令和５年度）の評価・課題 

第８期計画では、２つの基本目標を定め、９つの基本事業を行いました。ここでは、その基本

事業ごとに評価を行います。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響で中止・縮小となった事業もありました。 

 

基本目標１ いきいきと過ごすための健康づくりと、介護予防の推進 

 

 

 
 
 

基本事業１ 健康推進等事業 

【評価・課題】 

がん検診など各種検診では、はがきや電話、回覧板、広報などによる受診勧奨や普及啓発

を行い、検診を実施しました。また、特定保健指導に加えて重症化予防の保健指導を実施す

るとともに、結果説明を丁寧に行い、次年度の受診につながるよう努めました。 

今後も、受診率の向上に向けて普及啓発を行い、健（検）診の必要性を理解してもらえる

よう取り組んでいく必要があります。 

基本事業２ 災害・感染症対策事業 

【評価・課題】 

新型コロナウイルス感染症の予防対策やワクチン接種の効果、副反応等の正しい知識につ

いて、広報紙やチラシ等による普及啓発を行いました。また、医療や福祉、介護事業所のク

ラスター発生時には、保健所と連携して情報把握に努めました。 

新型コロナウイルス感染症は、感染症法上の位置付けが変更され、季節性インフルエンザ

と同様の取扱いになりましたが、今後新たな変異ウイルスや新興感染症が発生した場合に備

えて、感染対策に関する研修や訓練などを継続することが重要です。 

自然災害が起きた場合には、介護事業所だけで対応することは難しいため、町内会や地域

の事業所などと連携をとれるように働きかけていく必要があります。 
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基本事業３ 介護予防・生活支援サービス事業 

【評価・課題】 

介護予防ケアマネジメントの実施件数は計画値を上回りましたが、ケアマネジメントを

行うプランナーの確保が、業務委託も含め困難な状況でした。今後もケアマネジメント

サービスの利用者数は増加が見込まれ、プランナーの確保が必要です。 

新型コロナウイルスの影響により外出機会が減少した運動教室等の参加者には、他の参

加者との交流や運動を通じて身体機能の維持・向上を図り、自立した生活への支援を行い

ました。 

ケアマネジメントは、自立支援・重度化防止の視点で、インフォーマルサービスも含め

た一人ひとりにあったケアプランを作成するもので、専門職でなければできない業務で

す。ケアマネジメントによる的確な助言や指導も含め、利用者自身も健康状態に興味関心

を持つことにつながります。 

一方で、ケアマネジメントができる専門職やサービスを担う介護人材は不足しており、

引き続き、介護現場の求める支援に関するニーズ把握に努め、人材確保に努めるほか、ケ

アマネジメントでは、保健事業との一体的な取組なども含め、積極的に取り組み、介護予

防につなげることが必要です。 

 

基本事業４ 一般介護予防事業 

【評価・課題】 

新型コロナウイルスの影響により、地域の通いの場では積極的な活動を行えず、新たな

通いの場の立ち上げや医療専門職の関与等を行うことができませんでしたが、ふまねっ

とサポーターの養成及びフォローアップを行うなど、支え手の育成を進めることはでき

ました。 

地域の通いの場の活動再開に向けた積極的な関与や支援のほか、地域の団体や住民に

よる活動の把握に努め、通いの場の担い手や活動の場の拡充・支援の充実による地域づく

りを推進します。また、自身が生活機能の改善に興味関心を持ち意欲的に取り組めるよ

う、健康課題整理の確認をともに行い、利用者個々の健康状態に即した効果的な取組を充

実させ、健康づくりに努めていくことが必要です。 

今後も新型コロナウイルス等の影響を考慮しながら、地域の通いの場の支援及び支え

手の育成を行っていくとともに、専門職と連携しながら取組を充実させていく必要があ

ります。 
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基本目標２ 安心して暮らすためのサービス・支援の充実 

 

 

基本事業５ 高齢者の生きがいづくりと社会参加促進事業 

【評価・課題】 

老人クラブでは教養講座や交流活動等を実施しましたが、年々会員が減少しているため

周知・啓発に努めています。今後も引き続き老人クラブの周知・啓発を進めます。 

市全域の高齢者を対象とした「いきいき大学」では、全講座参加型から、参加者が興味・

関心がある講座に参加できる選択制として実施しており、少しずつ定着してきています。 

また、高齢者が、趣味などの「生きがい」を持っている方が多いことから、自身の知識や

経験を活かし社会参加することで、住民同士や地域活動の活性化につながり、さらには自身

の介護予防にもつながることを引き続き周知し、他の事業も含め、高齢者の社会参加を促す

ための取組を充実させていくことが必要です。 

基本事業１ 包括的支援事業 

【評価・課題】 

高齢者や家族の状況等についての実態把握をはじめ、継続的な見守りや課題等を抱える

世帯への相談支援に取り組んでおり、「地域包括支援センター」を、高齢者の相談窓口とし

て周知を図っています。今後も高齢者の相談窓口としての周知を進めるとともに、関係機

関との情報共有や連携を図り、適切な見守り支援や相談対応に努めていく必要がありま

す。 

「生活支援体制整備事業」は、コロナ禍の影響もあり、地域単位での対面業務が難しく、

活動が停滞していました。今後は、委託事業者とコロナ後の本事業の方向性をしっかり確

認した中で、高齢者の日常生活支援のためにできることを明確にしていきます。 

「在宅医療・介護連携推進事業」では、講演会やイベント開催におけるパネル展示等を

通じ、訪問看護や看取りについて理解が進みつつあることから、引き続き周知・啓発に努

めます。 

「認知症総合支援事業」では、「認知症施策推進大綱」を踏まえ、認知症の予防法や望ま

しい対応方法など、総合的情報を盛り込んだ「認知症ガイドブック（稚内市オレンジブッ

ク）」を新たに作成しており、認知症に関する正しい理解の周知・啓発に取り組みます。 

今後も、高齢者の権利擁護を推進するとともに、関係機関との連携を通じ、各種取組の

推進や啓発に努めます。 
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基本事業２ 任意事業 

【評価・課題】 

「認知症サポーター等養成事業」では、地域における認知症高齢者の見守り体制の構築

と認知症に関する知識の普及啓発のため、理解を得られた金融機関や保険会社、小学校な

どで、養成講座を実施しました。 

７つの任意事業のうち、計画どおり実行できた事業があった一方、「認知症高齢者等見守

り・ＳＯＳネットワーク事業」における新たな町内会での模擬訓練の開催など、新型コロ

ナウイルスの影響により実施できなかった取組もありました。 

今後も同様に取り組んでいくとともに、「高齢者配食サービス事業」における現在対応で

きていない地区へのサービス実施に向けた検討や、認知症高齢者の見守り体制づくりに向

けたＳＯＳネットワーク登録の市民への周知などの取組を進めていく必要があります。 

基本事業３ 在宅介護支援事業 

【評価・課題】 

外出することが困難な在宅高齢者に車いす及び特殊仕様の車両による外出支援を行っ

ており、令和５年度からは、複数の介護タクシー事業者が参入することで、利用しやすい

環境となったと考えており、引き続き利用者が利用しやすい環境整備を続けていく必要

があります。 

そのほかにも、障がいや疾病の理由で日常生活動作に支障のある一人暮らし高齢者や、

高齢者のみ世帯等を対象とした緊急通報装置の設置、在宅で寝たきりであるために病院

へ行くことが困難な高齢者を対象とした訪問歯科診査など、在宅での生活を支える各種

事業を行いました。 

在宅で介護を必要とする高齢者やその家族介護者（ケアラー）等への経済的負担の軽

減、また、介護による離職を防止し、高齢者が安心して快適に暮らせるよう各種サービス

や支援の充実への取組を進めました。 

今後も介護サービスや福祉サービスを必要とする人の要望を把握しながら、事業内容

を検討し、適切なサービス内容を検討、実施していく必要があります。 
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基本事業４ 老人福祉施設 

【評価・課題】 

養護老人ホームや特別養護老人ホームは常に満床状態であり、老人短期入所施設は、介

護従事者の不足により、受入れを制約する状態となっています。空きが出た場合の迅速な

対応とともに、外国人材の活用や潜在的な介護人材の発掘など、介護人材の確保に取り組

んでいく必要があります。また、同時に介護人材の定着に向けた取組も求められます。 

老人福祉センターでは、健康の増進、教養の向上及び高齢者間の交流を図ることを目的

として、各種サークル活動の実施、季節に合わせた催しの開催などを行いました。 

施設の老朽化や周辺施設の再編などの問題があり、令和５年度末をもち、老人福祉セン

ターが廃止されることになります。これまでの活動や交流が縮小しないよう、各会員との

話合いにより他施設などを利用し、自主的な活動として継続していただくことになります。 
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第３章 計画の基本方針 

１ 基本理念 

「稚内市高齢者保健福祉計画・第８期稚内市介護保険事業計画」では、「住み慣れた地域で支え

合い、いつまでも自分らしく、安心して暮らせるまち わっかない」を基本理念に掲げ、重点施

策として、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて取り組んできました。 

本計画では、これらを踏襲し、地域共生社会の実現に向け計画を推進していきます。 

■総合計画の基本目標 

（保健・医療・福祉） 

互いに支え、いきいきと生活できる“暮らしづくり” 

 

■地域福祉計画の基本理念 

～ 地域共生社会の実現に向けて ～ 

地域でつながり 誰もが安心できる 

笑顔と感謝のある 支え合いのまち 

 

総合計画において掲げる基本目標と地域福祉計画において掲げる基本理念を踏まえつつ、本計

画の基本理念として、以下を掲げます。 

 

■基本理念 

 

 

  

地域でのつながりと支え合い いつまでも自分らしく、 

 安心して暮らせるまち わっかない 
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２ 基本目標 

基本理念の実現を目指し、これまでの地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組を踏ま

え、基本目標を以下のとおりとします。 

 

第９期計画 基本目標 

基本目標１ いきいきと過ごすための健康づくりと、介護予防の推進 

高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を送るためには、心身共に健康で、要支

援・要介護となることを予防していくことが重要です。そのため、高齢になっても、これ

まで培ってきた経験を活かし、地域での活動などに参加することは、生きがいを持って

いきいきと暮らすことが可能になるだけでなく、活動を通して介護予防につながること

が期待できます。 

このため、市民が高齢期以前も含めた元気なうちから、自ら健康づくり・介護予防・フ

レイル予防に取り組めるよう予防啓発や各種講座を実施します。また、高齢者自身が活

動の担い手となり、自らの生きがいづくりにつながる事業を推進することで、要介護状

態や重度化を防止するとともに生活機能の維持・向上を図ります。 

 

 

基本目標２ 安心して暮らすためのサービス・支援の充実 

高齢者が介護を必要としたとき、安心して暮らしていくためには、適切な介護サービ

スや福祉サービスなど支援の充実が必要です。さらには、家族など介護する方に対する

支援も併せて考えていかなければいけません。 

このため、自らの意思でサービスを選択し、利用者が安心してサービスを利用できる

よう、介護に関する情報発信の強化を行い、身近な地域での相談体制の充実や必要に応

じ関係機関につなぐこと、多職種連携による体制づくり、地域住民の支え合いによる支

援体制の構築などを通じ、利用者やその家族に関わることができる人材を確保すること

で、介護・福祉サービスの確保・充実を図ります。また、適切な介護サービス量の見込み

や確保に努めるとともに、介護保険制度を円滑に運営するため、介護給付費の適正化を

図ります。 

また、「認知症 1,000万人時代」を目前に控えているといわれる中、認知症対策は、ま

すます重要になっています。今後は更に、早期に発見、対応できる体制の充実を図りつ

つ、認知症高齢者や家族を支える仕組みづくりを推進します。 
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３ 施策体系 

  基本理念 基本目標 基本事業 

１ 健康推進等事業 

〇健康診査事業〇各種がん検診事業 

〇特定健康診査等事業・後期高齢者健康診査事業 

２ 災害・感染症対策事業 

〇災害対策○感染症予防事業〇感染症対策の推進 

３ 介護予防・生活支援サービス事業 

〇訪問型サービス費・通所型サービス費給付事業 

〇短期集中予防サービス事業〇介護予防ケアマネジメント事業 

〇高齢者に対する保健事業と介護予防事業等との一体的な実施 

４ 一般介護予防事業 

〇介護予防普及啓発事業〇地域介護予防活動支援事業 

〇地域リハビリテーション活動支援事業 

〇一般介護予防事業と他の事業との連携 

５ 高齢者の生きがいづくりと社会参加促進事業 

〇老人クラブ活動〇長寿ふれあい交流事業〇敬老祝品・祝金支給

事業〇生涯学習活動の推進〇高齢者スポーツ活動の振興〇高齢者

入浴支援事業〇高齢者社会参加活動事業〇高年齢者の就業機会の

拡大〇就労的活動支援コーディネーターの配置 

３ 在宅介護支援事業 

〇外出支援事業〇緊急通報装置給付運営事業〇簡易型緊急通報装

置給付運営事業〇訪問理美容サービス事業〇訪問歯科診査事業 

〇重度要介護者居宅サービス利用支援事業〇在宅介護支援セン

ター管理運営事業〇愛のふれあい訪問活動事業〇独居高齢者見守り

活動〇命のバトン事業〇その他関係団体等による福祉サービス事業 

５ 老人福祉施設 

〇養護老人ホーム〇老人デイサービスセンター〇老人短期入所施

設〇特別養護老人ホーム〇老人介護支援センター〇サービス付き

高齢者向け住宅 

１ いきいきと 

過ごすための 

健康づくりと、 

介護予防の推進 

２ 安心して 

暮らすための 

サービス・ 

支援の充実 

地
域
で
の
つ
な
が
り
と
支
え
合
い 
い
つ
ま
で
も
自
分
ら
し
く
、 

 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち 
わ
っ
か
な
い 

１ 包括的支援事業 

〇総合相談支援事業〇介護予防ケアマネジメント事業〇権利擁護

事業〇包括的・継続的ケアマネジメント支援事業〇在宅医療・介

護連携推進事業〇生活支援体制整備事業〇認知症施策の推進 

２ 任意事業 

〇認知症サポーター等養成事業〇成年後見制度利用支援事業 

〇介護給付等費用適正化事業〇家族介護支援事業〇高齢者配食

サービス事業〇認知症高齢者等見守り・ＳＯＳネットワーク事業 

〇住まいと生活の支援の一体的な実施 

４ 介護人材の確保・育成 

〇介護人材確保推進事業 
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４ 重点施策 

地域包括ケアの深化・推進とそれを支える人材の確保 

 

２つの基本目標を実現するためには、第８期計画から続く「地域包括ケアシステム」の構築が

必要不可欠です。さらに、地域包括ケアを支える人材の確保を強化していかなければいけません。 

 

このため、第９期計画推進に当たっては、第８期計画との継続性を確保する観点から、次の５

項目を重点的な取組項目とします。 

 

（１）５つの重点的な取組 

 

●自立支援、介護予防・フレイル予防・重度化防止の推進 

 

自立した日常生活を維持し、要介護状態になることの予防や悪化の防止は、高齢者がいつま

でも元気に暮らすためだけでなく、介護保険制度を維持する上で重要となります。コロナ禍も

あり、外出する機会や人と会う機会が奪われたことで、これまで行ってきた介護予防教室等の

中止、通いの場の閉鎖など、自宅で生活せざるを得なくなったこともあり、高齢者一人ひとり

の健康状態の悪化が懸念されました。一方で、Zoom や動画等の活用などにより工夫して介護予

防の推進に努めたほか、感染状況を鑑みて介護予防サポーター等の養成やフォローアップを実

施しました。 

自宅生活に慣れ、以前のような取組をすぐに再開することはできませんが、活動再開に向け

た積極的な関与や支援のほか、地域の団体や住民による活動の把握に努め、今後も要介護状態

への負のスパイラルを断ち切るための支援を続けていきます。 

また、コロナ禍で対面ではできなかった「リハビリテーション専門職」による通いの場にお

ける活動や要介護（支援）者へのサービスの提供体制の構築に努めます。 

 

●地域で支え合う仕組みづくりの推進（生活支援体制の整備） 

 

住み慣れた地域で自立した生活を送るためには、様々な支援が必要となります。「生活支援

コーディネーター」を中心に、高齢者自身も含めた多様な世代が、地域の担い手となって互い

につながり、支え合うことで、地域包括ケアシステムを支える人材となること、また、その活

動が自らの生きがいづくりや、介護予防として、社会参加の機会にもつながることの周知も行

いながら、地域づくりの主体を担っていただけるよう取組を進めます。 

さらには、在宅で介護をする介護者への身体的、精神的、経済的負担の軽減、また、介護に

よる離職を防止するなど、介護者も安心して生活できるよう、地域のつながり・支え合いのた

めの各種サービスや支援の充実を図ります。 
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●認知症高齢者の生活支援体制の充実（認知症施策の推進） 

 

認知症の人が住み慣れた地域で自分らしく安心して生活できるよう、関係機関との連携体制

整備や、地域住民による認知症についての理解を広める活動、また、認知症サポーターの養成

や、医療・介護の専門機関と連携した「認知症初期集中支援チーム」によるサポートも同時に

行ってきました。 

さらには、認知症地域支援推進員を中心に、認知症の人を支える家族会「ほっとする会」、

「オレンジカフェ」など、認知症の人とその家族への支援や介護負担軽減に関する取組等を全

市的な周知のもとで行ってきました。 

「認知症施策推進大綱」を踏まえた施策を進めるため、これまでの取組を更に推進するほか、

認知症当事者からの発信支援にも取り組みます。 

また、認知症の予防から、重度の方への対応、その介護者への対応まで切れ目のない支援に

取り組みます。 

 

●在宅医療・介護の連携の推進 

 

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で療養生活を送れるよう、在宅医

療・介護に関する住民への周知や、入退院時の切れ目のない在宅医療と介護サービスの提供体

制の構築に取り組みました。 

今後、在宅医療や介護サービスについて、より地域住民に知ってもらえるよう、周知活動を

強化していきます。 

また、医療・介護の機関や従事者の連携により、包括的かつ継続的に在宅医療と介護サービ

スを提供できることを目指す体制づくりを強化推進し、急変時の対応等による在宅生活の不安

を減らし、安心して日常の在宅療養や看取りを選択できるよう支援を進めていきます。 

 

●地域包括ケアを支える人材確保・育成対策の推進 

 

慢性的に人材が不足している介護現場や地域包括ケアシステムを安定稼働させるには、そこ

に関わる人材の確保や定着が必要となります。このため、人材確保や、職場環境の改善につな

がるよう取り組みます。 

また、介護現場では、専門性を発揮しなければならないこともあるため、専門知識の取得の

ための研修費用の助成や研修会の開催、さらには、今後の介護人材の掘り起こしとして、小中

学生など早いうちからの介護の魅力発見につながる学習、介護（職）に触れる、体験してもら

うなどの取組を通じて、介護の仕事に魅力を感じ、目指す人を増やすことが必要であり、人材

養成・育成への支援や、外国人材の雇用、ボランティアの育成も含め、対策対応を強化します。 
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なお、第８期計画までの期間において、重点施策に関する事業の実施状況は以下のとおりです。 

 

～第８期までにおける整備状況～ 

介護サービスの充実 ○地域密着型サービス、施設サービス等の整備 

介護予防の推進 ○運動器の機能向上事業、栄養改善事業等の実施 

○介護予防サポーターやふまねっとサポーターの養成 

○サロンなどの運営等支援 

包括的・継続的ケア

マネジメント支援 

○地域ケア会議の再構築（個別ケース会議や介護予防部会等の開催） 

○多職種研修の開催 

○介護職員等のスキル向上に関する研修会の開催 

医療・介護の連携強化 ○在宅医療・介護連携推進検討会の設置 

○入退院支援、口腔ケア、住民啓発ワーキングチーム活動の実施 

○医療・介護従事者研修会の開催 

○在宅医療・介護連携相談窓口の設置 

○医療介護従事者を対象とした資源リストの作成・配布 

○市民講演会の開催 

○市民啓発パンフレット作成・配布 

生活支援体制の整備 ○生活支援・介護予防サポート推進検討会の設置 

○生活支援コーディネーターの配置 

○地域検討会の開催 

認知症対策の強化 ○認知症初期集中支援チームの設置 

○認知症地域支援推進員の配置 

○認知症サポーターの養成 

○家族会（ほっとする会）の開催支援 

○認知症カフェの開催支援 

○市民後見人の養成 

○認知症ケアパスの作成・配布 

その他の支援 ○高齢者くらしのお助け便利帳の作成・配布 

○サービス付き高齢者向け住宅等への住み替え支援 
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（２）保険者機能の強化 

前述の重点的な取組を推進するためには、目標を定め、ＰＤＣＡサイクルを活用して保険者機

能の強化を図ることが重要です。また、保険者機能の強化としては、効果的・効率的な介護サー

ビスを提供するため、介護給付の適正化に向けた取組も重要です。 

このため、49、50 ページに記載の５つの重点的な取組に合わせて、介護給付の適正化などによ

り保険者機能の強化も図っていきます。 

 

【介護給付の適正化】 

介護給付の適正化は、不適切な給付を是正する一方、利用者に適切な介護サービスを確保

することで、介護保険制度の信頼感を高めるとともに、介護保険料の増大を抑制することを

通じて介護保険制度の持続可能性を確保することを目的とするものです。 

第８期計画までは、適正化主要５事業を実施していましたが、第９期計画から、国が示す

第６期「介護給付適正化計画に関する指針」が見直され、主要５事業から、主要３事業に再

編されたことから、再編後の主要３事業に取り組みます。 

 

第８期計画 第９期計画 

①要介護認定の適正化 ①要介護認定の適正化 

②ケアプランの点検 ②ケアプランの点検 

住宅改修等の点検・福祉用具購入・ 

貸与調査 

③住宅改修等の点検 

④医療情報との突合・縦覧点検 ③医療情報との突合・縦覧点検 

⑤介護給付費通知 
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【地域マネジメントの強化】 

計画の推進体制（Ｐ．６）に示すとおり、ＰＤＣＡサイクルを確立し、管理していきます。 

また、これらの重点取組に対しては、下記の成果指標を目標として設定し、高齢者の自立

支援・重度化防止等に関する取組を推進する保険者機能強化推進交付金を活用します。 

 

指標 
現状 目標 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護予防サポーター等の育成件数（延べ） 27 件 50 件 50 件 50 件 

介護予防に資する通いの場の箇所数 48 か所 48 か所 48 か所 50 か所 

生活支援・介護予防サポート推進検討会 

開催回数 
０回 １回 １回 １回 

新たな生活支援サービス立ち上げ件数 ０件 １件 １件 １件 

個別ケース検討会議（地域ケア会議）開催 

回数 
５回 ５回 ５回 ５回 

認知症カフェ・家族会参加者数 210 人 210 人 230 人 250 人 

認知症サポーター養成者数 450 人 450 人 450 人 450 人 

 活動している認知症サポーター数 18 人 20 人 25 人 30 人 

チームオレンジ数 １か所 １か所 ２か所 ３か所 

認知症初期集中支援チームによる新規対

応実人数 
３人 ５人 ５人 ５人 

要介護者における在宅療養率 61.3％ 61.3％ 61.4％ 61.5％ 

医療情報との突合・縦覧点検実施回数 12 回 12 回 12 回 12 回 

ケアプラン点検実施事業所数 ９事業所 ９事業所 ９事業所 ９事業所 
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第４章 施策の展開 

基本目標１ いきいきと過ごすための健康づくりと、介護予防の推進 

基本事業１ 健康推進等事業  

（１）健康診査事業 

①生活習慣病予防健康診査事業 

＜事業内容＞                             【健康づくり課】 

生活保護受給者等を対象に糖尿病や脂質異常症、高血圧などの生活習慣病の発症や重症化

を予防することを目的として、特定健康診査に準じた健康診査を実施し、必要な方に特定保

健指導に準じた指導を行っています。 

健康診査事業の効果や生活習慣病の早期発見・早期治療の大切さについて十分な周知と受 

診者数の増加が図られるよう、関係課と連携していきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

受診人数 16 人 17 人 22 人 25 人 25 人 25 人 

 
うち 65

歳以上 
６人 ６人 ８人 ８人 ８人 ８人 

 

②肝炎ウイルス検診事業 

＜事業内容＞                              【健康づくり課】 

肝炎は、感染していても自覚症状がほとんどないことが多いため、肝炎に関する正しい知

識の普及啓発を図ることや、検診の勧奨を行い、他の健診と同日実施できる環境を整えるな

ど、検診の機会を確保することで、早期発見と早期治療につなげることを目的として実施し

ています。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

受診人数 278 人 276 人 245 人 280 人 280 人 280 人 

 
うち 65

歳以上 
117 人 106 人 112 人 110 人 110 人 110 人 
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③骨粗しょう症検診事業 

＜事業内容＞                            【健康づくり課】 

寝たきり等の要介護状態となることを防ぐため、早期の段階から骨密度の減少を発見し、

治療につなげるとともに骨粗しょう症の予防を目的として実施しています。 

骨密度が低下しやすい性別・年齢に応じた対象者に十分な周知を図るとともに、個人の食

生活や運動、生活習慣に合わせた個別指導を実施し、骨粗しょう症予防に努めます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

受診人数 580 人 563 人 617 人 620 人 620 人 620 人 

 
うち 65

歳以上 
315 人 311 人 349 人 335 人 335 人 335 人 
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（２）各種がん検診事業 

＜事業内容＞                            【健康づくり課】 

各種がん検診の機会を確保することにより、早期発見と適切な治療につなげることを目的

として実施しています。 

広報紙や保健事業等で周知を図り、罹患しやすい性別・年齢の方には個別の勧奨を行うこ

とで、がんの早期発見・治療を推進します。今後は新規の受診者を増やすための対策を検討

していきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

乳がん検診受診

人数 
703 人 813 人 712 人 720 人 720 人 720 人 

 
うち 65 歳 

以上 
260 人 312 人 278 人 290 人 290 人 290 人 

子宮がん検診 

受診人数 
539 人 601 人 561 人 610 人 610 人 610 人 

 
うち 65 歳 

以上 
203 人 201 人 222 人 250 人 250 人 250 人 

胃がん検診受診

人数 
899 人 924 人 895 人 910 人 910 人 910 人 

 
うち 65 歳 

以上 
569 人 568 人 567 人 575 人 557 人 575 人 

大腸がん検診 

受診人数 
1,498 人 1,522 人 1,468 人 1,500 人 1,500 人 1,500 人 

 
うち 65 歳 

以上 
1,010 人 1,021 人 997 人 1,010 人 1,010 人 1,010 人 

肺がん検診受診

人数 
1,553 人 1,620 人 1,544 人 1,600 人 1,600 人 1,600 人 

 
うち 65 歳 

以上 
1,057 人 1,112 人 1,048 人 1,090 人 1,090 人 1,090 人 

前立腺がん検診

受診人数 
631 人 702 人 635 人 680 人 680 人 680 人 

 
うち 65 歳 

以上 
465 人 531 人 465 人 510 人 510 人 510 人 

 

 

  



 

57 

 

（３）特定健康診査等事業・後期高齢者健康診査事業 

＜事業内容＞                            【健康づくり課】 

糖尿病や脂質異常症、高血圧などの生活習慣病や重症化を予防することを目的としてメタ

ボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目し、実施しています。 

生活習慣病の早期発見・治療の重要性について十分な周知が図られるよう、関係課及び関

係機関と連携し、受診者数の増加を図り健診の必要性を理解してもらえるよう保健指導に努

めます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

受診人数 1,484 人 1,588 人 1,500 人 1,690 人 1,930 人 2,170 人 

 
うち 65

歳以上 
1,060 人 1,135 人 1,100 人 1,180 人 1,350 人 1,500 人 
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基本事業２ 災害・感染症対策事業 

（１）災害対策 

＜事業内容＞                     【長寿あんしん課、総務防災課】 

近年、全国的に風水害などの自然災害が多発しており、台風や豪雨による浸水被害等によ

り、介護保険施設等における犠牲者が相次いでいます。特に、犠牲者の多くが高齢者となっ

ていることから、住み慣れた地域で高齢者が安心して生活を続けるためには、災害対策とそ

のための支援体制の強化は急務の課題であり、「いざ」というときを念頭に置いた「備え」が

必要になります。 

そのため、本市においては、災害の発生や新型の変異ウイルスの発生等に備え、日頃から

介護事業所等と連携し、避難訓練の実施や防災啓発活動、介護事業所等におけるリスクや、

食料、飲料水、生活必需品、燃料その他の物資の備蓄・調達状況の確認を行います。また、

介護事業所等で策定している災害に関する具体的計画を定期的に確認するとともに、災害の

種類別に避難に要する時間や避難経路等の確認を促します。介護事業所単体で対応すること

に限度があるため、町内会や地域の事業所などで連携が図れるよう、働きかけを行います。 

さらに、地域防災計画に基づき、高齢者等の緊急時に配慮が必要となる人の安否確認や避

難支援、避難所での生活支援を的確に実施するため、避難行動要支援者名簿の作成及び更新

を行い、個別計画の作成を推進します。 

 

（２）感染症予防事業 

＜事業内容＞                            【健康づくり課】 

個人の感染及び疾病の重症化を予防するための有効な手段である予防接種について、その

費用の助成を実施しています。また、予防接種に対する意識の向上を図るため医療機関をは

じめとした関係機関と連携し市民への十分な周知に努めるとともに、国の動向を注視し、正

しい情報を適切に発信するなど高齢者等の健康を守るための取組を推進します。 

 

①高齢者インフルエンザ予防接種事業 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

インフルエンザ

予防接種助成 

人数 

5,836 人 6,734 人 6,587 人 6,800 人 6,800 人 6,800 人 
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②高齢者肺炎球菌予防接種事業 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

肺炎球菌予防

接種助成人数 
267 人 218 人 260 人 120 人 120 人 120 人 

                      ※経過措置終了のため令和６年度以降は 65 歳のみ 

 

（３）感染症対策の推進 

各種感染症については、広報紙やチラシ等により普及啓発を行い、また、新たな感染症が蔓延

した場合には、医療や福祉、介護等事業所及び保健所と連携し情報収集を行い、感染拡大を防ぐ

対策に取り組みます。 
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基本事業３ 介護予防・生活支援サービス事業 

（１）訪問型サービス費・通所型サービス費給付事業 

＜事業内容＞                           【長寿あんしん課】 

軽度な介護が必要な方（以下「要支援者」という。）及び稚内市介護予防・日常生活支援総

合事業対象者（以下「事業対象者」という。）に対する訪問型サービス、通所型サービスに係

る給付事業を実施しています。通いの場や住民主体のサービス構築により利用者数を移行し

ていくために現実的に取り組める内容を検討して実施します。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

訪問型サービス

利用人数 
91 人/月 87 人/月 90 人/月 90 人/月 89 人/月 88 人/月 

通所型サービス

利用人数 
200 人/月 205 人/月 213 人/月 220 人/月 218 人/月 216 人/月 

 

（２）短期集中予防サービス事業 

＜事業内容＞                            【健康づくり課】 

介護予防・生活支援サービスにおける介護予防教室等で、参加者が心身の状態を維持・改

善し、サービス終了後も通いの場や社会参加を促進します。対象者自身が生活機能の改善に

興味や関心を持ち、自ら意欲的に介護予防の取組を行えるよう理学療法士・栄養士・歯科衛

生士といった専門職と連携を図りながら支援を行います。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 
（見込み） 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

運動器の機

能向上事業 

開催回数 32 回 46 回 46 回 46 回 46 回 46 回 

参加者数（延べ） 92 人 288 人 300 人 295 人 310 人 320 人 

栄養改善 

事業 

開催回数 ０回 ３回 18 回 24 回 24 回 24 回 

参加者数（延べ） ０人 ３人 18 人 24 人 24 人 24 人 

口腔機能の

向上事業 

開催回数 11 回 14 回 23 回 28 回 28 回 28 回 

参加者数（延べ） 11 人 14 人 23 人 28 人 28 人 28 人 

訪問型介護 

予防事業 

開催回数 ２回 ０回 ５回 ５回 10 回 10 回 

参加者数（延べ） ２人 ０人 ５人 ５人 10 人 10 人 
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（３）介護予防ケアマネジメント事業【訪問型サービス費・通所型サービス費給付／要支

援者・事業対象者】 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

要介護等状態となることを防止するため、心身の状況、置かれている環境等の状況に応じ

て、対象者自らの選択により、介護予防・生活支援サービス事業が適切かつ包括的・効率的

に実施されるよう、必要な援助を行うことを目的として実施しています。 

要支援者・事業対象者に対し、日常生活の状況等を踏まえた課題分析を行い、対象者に最

も適切な介護予防ケアマネジメントを行います。 

また、介護予防事業の実施結果を参考に、対象者等と面接を行い、心身の状況を把握し、

介護予防ケアマネジメントの見直しを行います。 

今後は更に、自立支援・介護予防に視点を置いたケアマネジメントを行っていけるよう専

門職の人材確保に努めながら進めていきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護予防ケア

マネジメント

実施件数 

2,426 件 2,484 件 2,669 件 2,808 件 2,850 件 2,850 件 

 

（４）高齢者に対する保健事業と介護予防事業等との一体的な実施 

＜事業内容＞   【総合窓口課、健康づくり課、長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

国保データベースシステム（ＫＤＢシステム）を活用し、後期高齢者の医療・健診・介護

レセプトデータ等により、地域の健康課題の分析や個別訪問を必要とする対象者等の把握を

行い、地域の医療機関団体等との積極的な連携・課題の共有や、重症化予防の取組を実施し

ます。 

また、通いの場等において、フレイル予防の普及啓発活動や運動・栄養・口腔等のフレイ

ル予防などの健康教育・健康相談の実施及び高齢者の状況に応じた保健指導や生活機能向上

に向けた支援等の双方の取組を関係機関と連携して進めていきます。 

データの利活用に当たっては、個人情報の取扱いへの配慮等を含めた環境の整備に努めま

す。 
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出典：高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施について[概要版]（令和２年４月厚生労働省保険局高齢

者医療課）の図を基に作成 
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基本事業４ 一般介護予防事業 

（１）介護予防普及啓発事業 

＜事業内容＞                            【健康づくり課】 

高齢者やその家族を対象に、心身機能の低下の防止と健康保持を目的として、介護予防に

ついての普及啓発を行っています。サービス終了後も継続して介護予防に取り組めるよう、

通いの場や社会参加への移行等、対象者自身が生活機能の改善に興味や関心を持ち、意欲的

に取り組めるような工夫について検討していきます。 

 

【運動器の機能向上事業】 

地域で自立した日常生活を営み、加齢に伴う筋力低下や骨・関節疾患を予防するため、 

健康運動療法士等による介護予防教室や出前講座等を実施（健康運動教室、体力測定 

会等） 

【栄養改善事業】 

自らの食生活を振り返るきっかけづくりを行うことで、身体・生活機能を維持できる

よう、管理栄養士等が調理実習や講話、個別相談を実施（栄養教室・出前講座等） 

【口腔機能の向上事業】 

上気道感染予防や口腔機能向上のための取組を日常生活に取り入れることを目指し、 

歯科衛生士等が健口体操や適切な歯磨き方法等の歯科指導を実施（出前講座等） 

【認知症予防支援事業】 

認知症についての正しい理解や認知症予防のための知識を深めるため、読み書き・計

算学習とコミュニケーションを楽しむ教室の開催。またいろいろな機会を通じて、認知

症予防の普及啓発を図る教室等を実施 

【介護予防手帳の交付】 

介護予防に対する知識や情報の提供、利用者の記録を記載するために介護予防手帳を 

交付 

【健康教育事業】 

健康に関する正しい知識の普及を図るとともに、健康に対する意識を高め、生活習慣 

病及び要介護状態になることを予防する教室の開催（講演会、講話会、保健学級など） 

【健康相談事業】 

生活習慣病予防や介護予防等、心身の健康に関して、保健師、管理栄養士、歯科衛生

士等が個別に相談を実施（なんでも健康相談、地区健康相談、８０２０教室など） 

【訪問指導事業】 

生活習慣病予防や介護予防を図るため、保健師、管理栄養士、歯科衛生士等が個別に 

訪問指導を実施 

【高齢者の生きがいと健康づくり推進事業】 

介護予防の普及啓発を目的に、健康増進活動事業や高齢者健康講座、高齢者教養講座

を実施 
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◆ 一般介護予防 

◆ ●●〇●〇 

◆ ××××× 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 
（見込み） 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

運動器の機

能向上事業 

開催回数 ７回 10 回 14 回 16 回 17 回 18 回 

参加者数（延べ） 105 人 149 人 180 人 200 人 210 人 220 人 

栄養改善 

事業 

開催回数 ０回 ２回 ２回 ２回 ２回 ２回 

参加者数（延べ） ０人 20 人 40 人 40 人 40 人 40 人 

口腔機能の

向上事業 

開催回数 ０回 ０回 １回 １回 １回 １回 

参加者数（延べ） ０人 ０人 10 人 10 人 10 人 10 人 

認知症予防

支援事業 

開催回数 ０回 ０回 12 回 20 回 20 回 20 回 

参加者数（延べ） ０人 ０人 204 人 300 人 300 人 300 人 

健康教育 

事業 

開催回数 36 回 26 回 32 回 35 回 35 回 35 回 

参加者数（延べ） 1,741 人 1,747 人 1,400 人 1,600 人 1,600 人 1,600 人 

健康相談 

事業 

開催回数 45 回 48 回 46 回 45 回 45 回 45 回 

参加者数（延べ） 299 人 388 人 380 人 400 人 400 人 400 人 

訪問指導 

事業 
参加者数（延べ） 118 人 109 人 110 人 110 人 110 人 110 人 

介護予防手

帳交付事業 
交付者数 21 人 39 人 40 人 50 人 50 人 50 人 

高齢者の生

きがいと健

康づくり推

進事業 

開催回数 ２回 ４回 ５回 ５回 ５回 ５回 

参加者数（延べ） 68 人 97 人 200 人 200 人 200 人 200 人 
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（２）地域介護予防活動支援事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

地域介護予防活動支援事業と連動している生活支援体制整備事業のほか、スポーツや生涯

学習に関する取組等も介護予防につながる通いの場の活動と捉え、他部局と連携し新型コロ

ナウイルス等感染症の影響を鑑みながら、通いの場の立ち上げ、継続するための支援を行い、

地域における住民主体の介護予防活動の充実を目指します。また、支え手の育成として今後

もふまねっとサポーター等の養成や介護予防サポーターのフォローアップを行います。さら

に、認知症予防やフレイル（※）等の対策の一環として、各通いの場において、健康寿命の延

伸も目指した医療等専門職の関わりを推進していきます。 

※フレイル：健康と要介護の間の虚弱な状態 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 
（見込み） 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

介護予防サポーター

等フォローアップ研

修等受講者数 

０人 39 人 40 人 50 人 50 人 50 人 

介護予防サポーター

等養成研修受講者数 
０人 ７人 ０人 20 人 ５人 ５人 

地域における介護予

防・通いの場の箇所

数（市把握分） 

45 か所 51 か所 48 か所 48 か所 48 か所 50 か所 

 

うち月１回以上

活動している通

いの場の箇所数 

13 か所 42 か所 39 か所 39 か所 39 か所 40 か所 

参加者数 142 人 364 人 300 人 300 人 300 人 320 人 

※各通いの場で把握している実人数のため重複参加者がいる可能性はあり。 
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（３）地域リハビリテーション活動支援事業 

＜事業内容＞          【健康づくり課、長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

介護予防の取組を強化するため、通所、訪問、地域住民主体の集いの場、地域ケア会議等

において、リハビリテーション専門職等による助言等を行います。 

リハビリテーション専門職が定期的に関わることで、より効果的に介護予防の取組を実施

できるよう医療機関等との連携を進め、取組の充実を図ります。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 
（見込み） 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

開催回数 ２回 ４回 ２回 ５回 ６回 ７回 

参加者数（延べ） ２人 ４人 ２人 15 人 20 人 25 人 

 

（４）一般介護予防事業と他の事業との連携 

＜事業内容＞          【健康づくり課、長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

一般介護予防事業を効果的・効率的に実施するために、介護予防・自立支援のための地域

ケア会議や生活支援体制整備事業など他の事業との連携を進め、取組の充実を図ります。 
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基本事業５ 高齢者の生きがいづくりと社会参加促進事業 

（１）老人クラブ活動 

＜事業内容＞                        【稚内市社会福祉協議会】 

稚内市老人クラブ連合会・単位老人クラブは、老人福祉法において、老人福祉の増進のた

めの組織として位置付けられており、高齢者の生きがいと健康づくりを目的としています。 

高齢者の社会参加活動を基本として、老人クラブ活動への参加促進や、関係機関等と連携

し、老人クラブ等で行う活動の支援に取り組んでいます。 

また、本市からは、老人クラブ連合会、単位老人クラブに補助金・交付金を交付し組織運

営や各種活動のバックアップにも努めています。 

今後も、聞き取り調査等を通じて会員が参加しやすい行事の開発や、活動しやすい単位ク

ラブ運営、フリー会員制度の導入、活躍の場の整備など、老人クラブの会員増加を促進する

ための環境の整備に努めるほか、健康高齢者を増やすための健康講座・フレイル予防等にも

力を入れていきます。 

＜活動内容＞ 

稚内市老人クラブ連合会 

５つの部会を構成し活動 

①社会奉仕部会：小ブロック研修会、募金活動 

②文化部会：いきいき芸能発表会等 

③若手部会：会員加入増強についての検討等 

④健康部会：シルバーいきいき交流会・パークゴルフ親交会等 

⑤女性部会：作品づくり等 

単位老人クラブ 毎月の例会、親睦交流会などの開催等 
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＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

会員数 1,286 人 1,160 人 1,056 人 1,100 人 1,100 人 1,100 人 

クラブ数 42 クラブ 41 クラブ 40 クラブ 40 クラブ 40 クラブ 40 クラブ 

※単位老人クラブは、基本的に町内会単位で構成されていますが、複数町内会を対象として１単位老

人クラブを構成している場合もあります。 

 

（２）長寿ふれあい交流事業 

＜事業内容＞               【長寿あんしん課、各町内会、民生児童委員】 

各町内会において、高齢者と地域住民の交流を深め、敬老の意義を広く啓発するための敬

老会開催等の活動について支援を行っています。 

各町内会に補助金を交付することで、敬老会開催に係る負担軽減が図られることから、引

き続き支援していきます。 

【補助対象】 

①町内会割：敬老会を開催した町内会の 70歳以上の人数に応じて補助 

②人数割：町内の 70歳以上の人数×500 円 

※敬老会を開催した町内会は①及び②の合計額、敬老会を開催せず記念品のみを配布

した町内会は②のみを補助しています。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

敬老会を開催

した町内会 
０町内会 １町内会 28 町内会 50 町内会 50 町内会 50 町内会 

記念品を配布

した町内会 
63 町内会 62 町内会 36 町内会 15 町内会 15 町内会 15 町内会 
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（３）敬老祝品・祝金支給事業 

＜事業内容＞               【長寿あんしん課、各町内会、民生児童委員】 

長年にわたり社会の発展に寄与されてきた高齢者の労をねぎらうとともに、長寿を祝い記

念品や祝金を贈呈します。 

【敬老祝品】 

本市に居住している当該年度９月１日現在で満 70 歳となる高齢者に対して、各町内

会を通じて祝品の贈呈を行います。 

【敬老祝金】 

本市に居住している当該年度９月１日現在で満 77 歳、満 88 歳となる高齢者に対し

て、地域の民生児童委員を通じて祝金の贈呈を行います。当該年度に満 100 歳となる高

齢者については、誕生日に本市に居住している方を対象として、市長が直接本人に祝金

を贈呈します。（満 77歳：20,000円／満 88 歳：30,000 円／満 100 歳：100,000 円） 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

敬老祝品 554 人 549 人 521 人 449 人 438 人 453 人 

満 77 歳 397 人 336 人 470 人 541 人 568 人 624 人 

満 88 歳 193 人 263 人 218 人 242 人 294 人 283 人 

満 100 歳 17 人 ７人 ６人 15 人 21 人 28 人 
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（４）生涯学習活動の推進 

＜事業内容＞                      【生涯学習総合支援センター】 

人と人との触れ合いの中で、楽しい人間関係を築き、互いに助け合い、励まし合いながら

より豊かな社会づくりを目指し、自主的・自発的活動ができる場や機会を創出するために出

前講座や関係機関を活用した講座など、高齢者における生涯学習活動の推進に取り組んでい

ます。 

【高齢者大学について】 

声問地区の高齢者を対象にした「声問楽生（らくせい）大学」と本市全域の高齢者を対

象にした「いきいき大学」の二校を開設しています。 

「声問楽生大学」は、年８～10回開催される学習活動を通じて、生きがいを持ち、健や

かで、心豊かな生活を送ることができるよう、また自らの経験と知識を活かしながら、地

域づくりの担い手の一人として、活躍してもらうことを目的として実施しています。 

また、令和元年度から、新たな学び場として創設した「いきいき大学」は、前期（４回）・

後期（４回）の活動となっており、体験や制作、実習を中心とした講座を参加者が自由に

選択できる形で展開しています。 

参加者アンケートを参考にしながら今後も取組を推進していきます。 

 

＜高齢者大学の開講状況＞ 

指標 
声問地区 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

大学名 声問楽生（らくせい）大学 

学生数 15 人 15 人 14 人 

活動内容 簡単工作教室、市内施設見学、正月リース作り等 

    

指標 
市内全域 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

大学名 いきいき大学 

学生数     16 人    43 人    53 人 

活動内容 そば打ち体験、木工作、藍染め、健康講座、正月リースづくり等 
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（５）高齢者スポーツ活動の振興 

＜事業内容＞               【総務スポーツ課・（一財）稚内市スポーツ協会】 

高齢者のスポーツに関するニーズを把握し、スポーツ事業の情報提供や関係機関・団体と

の連携により、高齢者スポーツ活動の推進を図り、世代間交流や健康増進、介護予防、生き

がいづくりを推進するための様々なスポーツクラブ、スポーツ教室を開催します。 

高齢者の健康・体力づくりを推奨し、関係団体と協力しながら、高齢者スポーツ活動への

取組を支援し気軽にスポーツに参加できる環境づくりを促進します。 

 

＜健康スポーツクラブ＞ 

①なごやかスポーツ愛好会  ⑥緑金曜クラブ      ⑪太極拳愛好会 

②水曜健康クラブ      ⑦水曜卓金クラブ     ⑫元気クラブ 

③木曜健康クラブ      ⑧木曜スポーツクラブ   ⑬ポプラテニス 

④金曜健康クラブ      ⑨体操クラブ 

⑤卓金クラブ        ⑩チャレンジクラブ 

主な活動内容 ミニバレー、ミニテニス、パークゴルフ、卓球、太極拳等 

 

（６）高齢者入浴支援事業 

＜事業内容＞      【長寿あんしん課、稚内浴場組合、稚内市健康増進センター童夢】 

65 歳以上の高齢者が、稚内市健康増進センター童夢（温泉童夢）を高齢者（市民）料金で、

また稚内浴場組合に加盟している公衆浴場を１回当たり 100 円で利用できるように高齢者

入浴証と入浴確認券を交付し、高齢者の生きがいと健康増進を図り、清潔で健やかな生活を

送ることを支援しています。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

公衆浴場

利用者数 
27,936 人 25,696 人 27,597 人 27,600 人 27,600 人 27,600 人 

温泉童夢

利用者数 
94,385 人 91,138 人 90,000 人 90,000 人 90,000 人 90,000 人 
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（７）高齢者社会参加活動事業 

＜事業内容＞   【長寿あんしん課、総合窓口課、宗谷バス（株）、北海道旅客鉄道（株）】 

70 歳以上の高齢者を対象に、定期路線バス及びＪＲ線普通列車の１回の乗車について、

100円で利用できる高齢者バス乗車証を交付し、高齢者の積極的な社会参加を促進するとと

もに、健康の増進を図ることを目的として実施しています。高齢者の免許返納、それに伴

う移動手段や外出機会の確保等を考慮し、今後も取組を推進していきます。 

【対象路線】 

○市内（本市の行政区域内）の宗谷バス定期路線 

○宗谷バス定期路線の市内・鬼志別間（東浦地区に居住している方に限る） 

○ＪＲ宗谷本線の稚内・抜海間（抜海地区に居住している方に限る） 

○ＪＲ宗谷本線の稚内・勇知間（勇知地区に居住している方に限る） 

【低所得者対策】 

現に生活保護を受けている方や生活保護法に基づく要保護者等については、乗車時

の 100円の利用者負担を免除する制度を実施しています。 

【入浴証としての利用】 

高齢者バス乗車証は、65歳以上の高齢者を交付対象とする入浴証も兼ねています。 

【利用者実態調査の実施】 

３年ごとにバス乗車確認券を交付し、路線ごとの利用者数等の実態調査を行ってい

ます。 

〇平成 29年度調査：年間延べ利用者数 231,793 人 

〇令和２年度調査：年間延べ利用者数  203,326 人 

 

（８）高年齢者の就業機会の拡大 

＜事業内容＞                  【（公社）稚内市シルバー人材センター】 

シルバー人材センターは、「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46年法律第 68

号）」に基づき、高年齢者に対する就業機会を確保提供することで、高年齢者の生きがいの充

実、社会参加の推進を図ることにより、高年齢者の能力を活かした活力ある地域社会づくり

に寄与することを目的として事業を実施しています。 

高年齢者が自らの経験や知識・技能を活かし、地域社会の担い手として活躍できるよう、

関係団体等とも連携を図り、就業機会の拡大と支援に取り組みます。 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

登録会員数 178 人 175 人 178 人 185 人 188 人 190 人 

粗入会率 1.4％ 1.4％ 1.4％ 1.4％ 1.4％ 1.4％ 

派遣事業 

就業延べ人員 
1,763 人日 1,744 人日 1,200 人日 1,300 人日 1,400 人日 1,500 人日 

主な請負・

派遣事業 

請負：草刈り・草取り、室内清掃、荷造り・運搬、庭木の枝払い・剪定、屋外施設管

理（公園・駐車場等）、軽易な大工仕事、除雪など 

派遣：荷受け・検品、保育所内雑役等、ゴルフ場雑作業等 
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（９）就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）の配置 

＜事業内容＞                           【長寿あんしん課】 

就労的活動の場を提供できる民間企業・団体等と就労的活動の取組を実施したい事業者等

とをマッチングし、役割がある形での高齢者の社会参加等の促進のため、就労的活動支援

コーディネーターの配置を検討するほか、関係機関と連携を図ります。 

 

  



 

74 

 

 

基本目標２ 安心して暮らすためのサービス・支援の充実 

基本事業１ 包括的支援事業 

（１）総合相談支援事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

高齢者や家族の状況等についての実態把握をはじめ、高齢者の継続的な見守りや複雑な課

題等を抱える世帯への相談支援、地域住民や関係者とのネットワークの構築に取り組んでい

ます。保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員が協働で対応し、在宅介護支援センターと

の連絡会議、行政と在宅介護支援センターを結ぶネットワークシステムの活用により、速や

かな情報共有を図っています。 

後期高齢者数の伸びによって独居や 8050 問題など様々な課題を抱えている高齢者は増加

していくと考えられるため、今後も相談窓口の周知を図り、民生児童委員や在宅介護支援セ

ンターとの連携を行うとともに、地域ケア会議を活用し適切な資源の紹介や調整を行ってい

きます。 

また、地域共生社会における多方面からの支援を必要とする人や、離職防止を含む介護者

（ケアラー）への支援など相談体制の強化と相談先の周知を図っていきます。 

さらに、社会福祉法に基づく重層的支援体制整備事業も踏まえ、ヤングケアラーも含めた

家族介護者等の支援に向けて、障がい・児童福祉といった分野の関係機関との連携強化に取

り組みます。 

 

■重層的支援体制整備事業のイメージ 

出典：厚生労働省資料より 
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＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

相談人数（延べ） 5,390 人 5,787 人 5,338 人 6,390 人 6,390 人 6,390 人 

 

（２）介護予防ケアマネジメント事業【予防給付／要支援者】 

＜事業内容＞                 【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

要支援者が可能な限り自立した日常生活を営み、要介護状態となることを防止するため、

心身や環境等の状況に応じて自らの選択により、介護予防サービス等が総合的・効率的に提

供されることを目的として実施しています。 

要支援者に対し、日常生活の状況等を踏まえた課題分析を行い、自立に向けた生活目標を

掲げた介護予防計画の作成やサービス事業所との連絡調整を行っています。 

また、介護予防事業の実施結果を参考に、対象者等と面接を行い、心身の状況を把握し、

介護予防計画の見直しを行っています。 

今後は、適切な専門職が人員配置され、自立支援・介護予防に視点を置いたケアマネジメ

ントを行っていけるよう委託先の拡大要請と専門職の人材確保に努めながら進めていきま

す。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護予防ケアプ

ラン作成件数 
1,573 件 1,655 件 1,752 件 1,872 件 1,992 件 2,028 件 
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（３）権利擁護事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

適切なサービスや制度につなげる方法が見つからない等の困難な状況にある高齢者が、地

域において尊厳のある生活を維持し、安心して暮らすことができるよう、高齢者の権利擁護

のために必要な支援を行うことを目的として実施しています。 

認知症等を有する高齢者で、金銭管理や意思決定・判断能力が必要になる契約行為等が非

常に困難である場合において、成年後見制度による申立てが速やかに行われるよう支援に取

り組んでいます。 

高齢者虐待の相談を受けた場合には、高齢者虐待防止法に基づき、関係機関と連携し、速

やかに高齢者の状況を確認するとともに、必要がある場合は、老人福祉施設等への措置など、

適切な対応に努めています。 

また、必要に応じ重層的な課題がある場合や、高齢者自身が支援を拒否している場合など

の困難事例への対応についても、専門職を中心に関係機関と連携の上、必要な支援を行って

います。さらに、高齢者虐待防止連絡会議を活用し、ネットワークの構築や関係機関の連携

が円滑に図られるように対応するほか、個別ケースの検討や終結ケースの評価等も実施して

いきます。 

高齢者虐待や成年後見制度については、リーフレット等を活用し、引き続き市民に対する

周知活動を行っていきます。また、成年後見制度に関しては、担当所管課や関係機関と連携

しながら、中核機関の整備を検討していきます。また、全国的な施設虐待の増加を踏まえ、

改訂した虐待防止マニュアルを基に、適切な対応につながるよう、関係者等に対して研修会

を引き続き開催していきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

相談人数（延べ） 554 人 674 人 834 人 930 人 930 人 930 人 
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（４）包括的・継続的ケアマネジメント支援事業（地域ケア会議推進事業含む） 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

個別ケース会議や研修会などを通じて、高齢者支援に関わるケアマネジャーをはじめ多職

種のスキルアップを図るとともに、互いの役割の理解を深め、連携体制の構築を推進します。

また、効果的・効率的な会議となるよう手法を再検討していきます。さらに、認知症施策や

介護予防・生活支援、在宅医療・介護連携、介護人材確保・育成など各事業における検討会

や地域ケア会議で把握された地域課題について、それぞれの会議・検討会の特色を踏まえ、

互いに連携させながら分析し、推進していきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域ケア会議

開催回数 
16 回 16 回 16 回 17 回 17 回 17 回 

うち、個別ケー

ス会議回数 
６回 ８回 ５回 ５回 ５回 ５回 
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（５）在宅医療・介護連携推進事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

稚内市在宅医療・介護連携推進検討会を定期的に開催し、入退院等支援、口腔ケア、地域

啓発のワーキングチーム活動を継続するほか、日常の療養支援、緊急時の対応、看取りの場

面についても課題や具体策の検討を行い、在宅医療・介護連携を更に推進していきます。 

また、医療・介護関係者が共有するツール（入院時連絡票、フローチャート等）を活用す

るなど、連携体制の構築を図ることで、在宅療養を推進していきます。 

さらに、啓発パンフレットや市民講演会（フォーラム）、イベントなどを活用し、在宅療養

や看取り等に係る市民の理解を促進するほか、多職種研修を実施していきます。 

医療・介護従事者や市民を対象に設置した在宅医療・介護連携相談窓口について、情報通

信紙等により今後更に周知していきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

在宅医療・介護

連携相談窓口対

応件数 

105 件 69 件 60 件 80 件 85 件 85 件 

在宅療養率 60.9％ 60.9％ 61.3％ 61.3％ 61.4％ 61.5％ 

訪問診療延べ件

数 
1,292 件 1,128 件 1,200 件 1.200 件 1,200 件 1,200 件 

生活の場におけ

る看取り数（う

ち、在宅におけ

る看取り数） 

66 件 

（46 件） 

52 件 

（40 件） 

55 件 

（40 件） 

60 件 

（45 件） 

60 件 

（45 件） 

60 件 

（45 件） 
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（６）生活支援体制整備事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課・地域包括支援センター】 

一人暮らし高齢者等の増加に伴い、支援を必要とする軽度の高齢者が増える中、生活支援

サービスの必要性が高まると見込まれており、ボランティアや NPO、民間企業等の多様な主

体がサービス提供を行うことが必要となります。 

また、高齢者自身がその担い手となることで、自らの生きがいづくりや介護予防につなが

るとされており、社会参加の機会としても期待されています。 

生活支援コーディネーター（業務委託を予定）と連携を図りながら地域住民の力を活用し

た多様な生活支援サービスを提供できる地域づくりに取り組んでいきます。 

今後は、目指すべき方向性を委託先と再度共有し、ボランティアポイント制度の導入等、

高齢者が生活支援ボランティアとして活躍できる仕組みづくりや町内会単位での新たな

サービスの創出等も検討し実現に向けた事業展開をしていきます。 

【稚内市生活支援・介護予防サポート推進検討会】 

○町内会連絡協議会や民生児童委員連絡協議会、社会福祉法人等から推薦いただいた

13名により構成されています。 

○地域検討会でまとめられた意見や要望などから、地域資源や地域ニーズの把握をす

るほか、関係者間の情報共有等を進めます。 

【生活支援コーディネーター】 

○サービス提供の担い手の養成や地域資源の開発等を行うコーディネーターを配置 

し、連携を図りながら本事業を進めていきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活支援・介護

予防サポート 

推進検討会開催 

回数 

０回 ０回 ０回 １回 １回 １回 

新たな生活支援

サービス 

立ち上げ件数 

０件 ０件 ０件 １件 １件 １件 

新たな通いの場

の立ち上げ件数 
１件 ２件 ４件 １件 １件 １件 
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（７）認知症施策の推進 

認知症施策推進大綱を踏まえ、認知症の人が尊厳と希望を持って、認知症とともに生きる、認

知症があってもなくても同じ社会で生きる「共生」と、認知症になるのを遅らせる、認知症になっ

ても進行を緩やかにする「予防」を両輪とした認知症施策を推進します。 

認知症当事者や支援する人の意向を確認し、適切な支援につなげられるよう方策を含めて検討

していきます。 

①認知症総合支援事業 

ａ．認知症地域支援・ケア向上事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

医療機関や介護サービス及び地域の支援機関をつなぐ役割として配置している「認知症地

域支援推進員」を中心に、認知症への理解を深めるため、病気自体の情報や相談先等につい

ての広報活動の継続や、「認知症ガイドブック（稚内市オレンジブック、認知症ケアパスを更

新）」の設置など、認知症の人やその家族の視点を重視した支援を進めていきます。 

「オレンジカフェ」開催箇所の拡充に向け、介護保険事業所や在宅介護支援センター等に

も働きかけ、人が集まりやすい、誰でも気軽に立ち寄ることができ、認知症当事者も参加し

やすい場所での開催や、その内容を検討していきます。 

介護者への身体的・精神的負担を軽減するための家族会「ほっとする会」の後方支援を継

続して行い、会員や参加者、活動を支援する認知症サポーター等を増やすため、パンフレッ

トやリーフレットの配布や設置を行います。さらに、介護者の負担軽減や、就労と介護の両

立ができるようサービス調整等の支援を継続していきます。 

他の認知症関連事業と併せ、「世界アルツハイマーデー・認知症の日」（９月 21日）の機

会を捉えて認知症に関する普及啓発イベントを開催できるよう、協議していきます。 

認知症ケアの向上や認知症予防をテーマに講師を招き、医療関係者・在宅介護サービス

事業者・施設従事者等の多職種による研修及び事例検討会や市民向けの講演会を開催して

いきます。 

認知症施策と他の介護予防・生活支援、地域ケア会議、医療・介護連携など各事業とつな

がりを持ち、有機的に連携していきます。 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 
（見込み） 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

介

護

者

等

支

援 

オレンジ

カフェ 

開催回数 ７回 ８回 13 回 13 回 15 回 17 回 

参加者数 82 人 87 人 150 人 150 人 170 人 190 人 

ほっと 

する会 

開催回数 ４回 ６回 ６回 ６回 ６回 ６回 

参加者数 39 人 51 人 60 人 60 人 60 人 60 人 

研修会等 
開催回数 ０回 ０回 １回 ２回 ２回 ２回 

参加者数 ０人 ０人 149 人 80 人 80 人 80 人 
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ｂ．認知症初期集中支援推進事業 

＜事業内容＞               【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

「認知症初期集中支援チーム」は、認知症サポート医を含めた複数の専門職が、認知症が

疑われる人や認知症の人及びその家族を、発病後できる限り早い段階で訪問し、家族支援や

受診及び介護サービスにつなげるための初期の支援を包括的・集中的に行い、地域での生活

を可能な限り維持できるよう自立生活のサポートを行うものです。 

関係機関から相談を受け対応するケースが多いため、更なる周知を図り、本人や、その家

族等が早期に相談でき、適切な医療・介護が提供されるよう取組を推進していきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 
(見込み) 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

支
援
対
象
者
数 

 

当該年度対象者数(実) ７人 ７人 ３人 ５人 ５人 ５人 

 うち新規支援数 ５人 ４人 ２人 ４人 ３人 ３人 

 うち前年度継続支援数 ２人 ３人 １人 １人 ２人 ２人 

支援終了数 ４人 ６人 ２人 ３人 ３人 ３人 

翌年度継続支援数 ３人 １人 １人 ２人 ２人 ２人 

チーム員会議開催回数 ４回 ６回 ４回 ８回 ８回 ８回 

 

ｃ．認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

認知症の人ができる限り地域で自分らしく暮らし続けることができるよう、認知症の人や

その家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕組みを地域ごとに

整備し、「共生」の地域づくりを推進します。 

地域包括支援センターに配置した「チームオレンジコーディネーター」を中心に、チーム

オレンジ（※）の編成準備を行い、地域で活動するサポーターの拡大につなげられるよう、支

援や運営支援を行っていきます。 

※チームオレンジ：認知症の方やその家族の支援ニーズと、認知症サポーターを中心とした支援者をつなぐ仕組み 

 

＜実績と計画＞ 

 

 

  

指標 

実績 計画 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

チームオレンジ数 － ０か所 １か所 １か所 ２か所 ３か所 

活動している認知症サポーター数 ９人 ８人 18 人 20 人 25 人 30 人 

 ステップアップ講座修了者 ５人 ５人 15 人 17 人 22 人 25 人 
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②その他の認知症事業 

ａ．認知症ケアパス 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

本人又はその家族等が、認知症と疑われる症状が発生した場合に、その進行状況に合わせ

てどのような医療や介護サービスを受けることができるのかを一覧にした、認知症ケアパス

について、本市は、認知症や予防方法、望ましい対応方法等の統合的情報を盛り込み「認知

症ガイドブック（稚内市オレンジブック）」を作成しました。今後は、医療機関や介護保険事

業所、関係機関に設置している活用状況を確認し、再配布する等の周知活動を行います。 

 

ｂ．市民後見人養成等事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

成年後見制度は、認知症、知的障がい、精神障がいなどで判断力の不十分な方が、住み慣

れた地域で自分らしく安心して暮らし続けるために、成年後見人等が本人に代わって契約や

財産管理等の法律行為を支援する制度です。 

市民がこの制度を学び、後見人として地域で活動することを通じて、市民の手で支え合え

る地域社会を一緒につくっていけるよう、市民後見人の育成や後方支援を行っていきます。 

後見等実施機関設置や中核機関の設置に関しては、主管課と協議しながら、市民後見人の

活動を安定的に実施するための組織体制の構築を進めていくとともに、市民後見人の適正な

活動のための支援を行っていきます。 

また、市民後見人候補者の方が養成研修で得た知識やスキルの維持・向上を図れるよう、

「フォローアップ講座」を開催するほか、市民後見人同士が交流する機会を設けていきます。 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

フォローアップ

講座等開催回数 
１回 １回 １回 １回 １回 １回 

 

ｃ．若年性認知症施策 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

就労・収入に関することが若年性認知症の方の大きな問題として浮上している現状を踏ま

え、本市における状況の把握や、関係者との連携体制を整備し、必要時に情報提供や相談支

援ができるよう努めるほか、地域ケア会議の個別ケース会議を開催して支援の充実を図って

いきます。 
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基本事業２ 任意事業 

（１）認知症サポーター等養成事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

地域における認知症高齢者の見守り体制の構築と認知症に関する知識の普及啓発のため、

認知症キャラバン・メイトの協力により、認知症サポーターの養成に積極的に取り組んでい

ます。 

今後も出前講座の要請に随時対応するとともに、各種団体への働きかけを行い、認知症サ

ポーターの活動の場を拡大し、認知症カフェや家族会等の開催支援につなげていきます。 

また、上級講座であるステップアップ講座受講に関する働きかけを行い、チームオレンジ

のメンバーとして、地域で実際に活動できる人材を養成していきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 
（見込み） 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

認知症サポーター等 

養成講座 

開催回数 ９回 ８回 17 回 17 回 17 回 17 回 

養成者数 206 人 179 人 450 人 450 人 450 人 450 人 

認知症サポーター等 

ステップアップ講座 

開催回数 １回 １回 １回 １回 １回 １回 

養成者数 26 人 17 人 20 人 20 人 20 人 20 人 

 

（２）成年後見制度利用支援事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

低所得高齢者に対し、成年後見制度申立てに係る手続費用や成年後見人等への報酬助成を

実施しています。 

制度の周知やニーズ調査を実施するほか、現要綱の見直し、後見等実施機関や中核機関の

整備に向けて、他部署、他機関と連携していくことで、「成年後見制度利用促進法」に基づく

権利擁護の取組を推進していきます。 

 

 ＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

市長申立

件数 
３件 ０件 ２件 ３件 ３件 ３件 

申立費用 

助成件数 
４件 ０件 ２件 ３件 ３件 ３件 

報酬助成

件数 
０件 ０件 １件 １件 １件 １件 
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（３）介護給付等費用適正化事業 

＜事業内容＞                           【長寿あんしん課】 

介護（予防）給付について、不要なサービスが提供されていないかの検証、制度の趣旨の

徹底や良質なサービスを提供するために必要な情報の提供など、介護給付等費用の適正化の

ための取組を実施しています。 

第９期計画からは、国の「介護給付適正化計画」に関する指針が見直される方向性が示さ

れ、主要５事業から主要３事業に再編されることから、再編後の主要３事業に取り組みます。 

①要介護認定の適正化 

②ケアプランの点検、住宅改修等の点検・福祉用具購入・貸与調査 

③医療情報との突合・縦覧点検 

 

あわせて、地域密着型サービス事業所への実地指導等を通じて介護給付等費用の適正化に

努めます。 

「要介護認定の適正化」については、他の保険者との比較分析を行いつつ、平準化を図り

ます。 

「ケアプランの点検」については、国の「ケアプラン点検支援マニュアル」等を活用しつ

つ、点検及び支援を行い、ケアマネジメント等の質の向上に取り組んでいきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和 

５年度 
（見込み） 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

要介護認定の 

適正化実施件数 
174 件 155 件 124 件 200 件 176 件 221 件 

介護給付費通知 

実施件数（延べ） 
5,060 件 4,896 件 5,000 件 - - - 

医療情報との突合 

縦覧点検実施回数 
12 回 12 回 12 回 12 回 12 回 12 回 

ケアプラン点検 

実施事業所数 
10 事業所 10 事業所 ９事業所 ９事業所 ９事業所 ９事業所 

実地指導実施数 ５事業所 ５事業所 ４事業所 ５事業所 ５事業所 ５事業所 

集団指導実施数 市内全事業所 市内全事業所 市内全事業所 市内全事業所 市内全事業所 市内全事業所 
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（４）家族介護支援事業 

①家族介護用品支給事業 

＜事業内容＞                            【長寿あんしん課】 

在宅で生活している要介護４又は要介護５と認定された方を介護する家族等の経済的な

負担軽減を図ることを目的とし、紙オムツ又は尿取りパッドが購入できるクーポン券の交付

を実施しています。（介護者、被介護者に非課税要件あり） 

引き続き、申請漏れ、更新漏れがないよう居宅介護支援事業所の協力を得て、家族介護用

品の支給を実施していきます。今後の国の動向をみながら事業の継続や見直しを検討してい

きます。 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 71 人 42 人 45 人 50 人 50 人 50 人 

 

②家族介護慰労事業 

＜事業内容＞                           【長寿あんしん課】 

在宅で生活している要介護４又は要介護５と認定された方で、かつ市民税世帯非課税の方

が、過去１年間にわたり介護給付を受けなかった場合において、その介護者に対して慰労金

を贈呈することを目的として実施しています。 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

対象者数 １人 １人 １人 １人 １人 １人 

 

（５）高齢者配食サービス事業 

＜事業内容＞                           【長寿あんしん課】 

調理が困難な一人暮らしの高齢者、高齢者２人世帯又は虚弱で日中一人で過ごす高齢者を

対象に、昼食を配達し、声かけをして安否確認を実施しています。 

自力では調理困難な高齢者に対する栄養改善・見守りサービスとして、安心・安全の確保

にもつながっています。 

今後は、現在対応できていない地区へのサービス実施や、物価高騰による弁当単価の上昇

が避けられないことから、利用者負担の見直しも検討していきます。 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 43 人 37 人 40 人 40 人 40 人 40 人 
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（６）認知症高齢者等見守り・ＳＯＳネットワーク事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課（地域包括支援センター）】 

認知症の人が安全に外出できる地域の見守り体制づくりとともに、所在不明高齢者の早期

発見・保護を目的としたＳＯＳネットワークについて、講演会や町内会・民生児童委員等に

説明会を開催し市民周知を行い登録の更なる推奨を行います。 

地域における声かけや通報がスムーズにできるよう、町内会等における模擬訓練の開催や

ネットワーク推進会議を継続します。また、認知症サポーター養成講座修了者に模擬訓練へ

の参加を勧奨するなど、身近な地域での見守り活動の推奨を行います。 

今後は、行方不明の際、所在や身元が分かるツールの導入を検討していきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 
(見込み) 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

ネットワーク推進会議開催回数 １回 １回 １回 １回 １回 １回 

年度末登録件数 40 件 45 件 55 件 60 件 65 件 65 件 

 
事前登録件数 51 件 68 件 65 件 75 件 80 件 80 件 

 新規登録件数 25 件 28 件 20 件 20 件 25 件 25 件 

ネットワーク稼働回数 ２回 １回 １回 １回 １回 １回 

模擬訓練実施回数 － １回 １回 １回 １回 １回 

 

（７）住まいと生活の支援の一体的な実施 

＜事業内容＞                     【長寿あんしん課、都市整備課】 

生活面に困難を抱える高齢者に対して、生活困窮者対策や養護老人ホーム等の現行の取組

とも連携しながら、住まいと生活の支援を一体的に実施していきます。今後は施設整備の

ニーズを把握するとともに、在宅で生活が継続できるサービスや仕組みづくりの検討をして

いきます。 
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基本事業３ 在宅介護支援事業 

（１）外出支援事業 

＜事業内容＞                  【長寿あんしん課、介護タクシー事業者】 

一般の交通機関では外出することが困難な在宅の高齢者を対象に、通院等で外出する場合

に、車いす及びストレッチャーでの乗車が可能な特殊仕様の福祉タクシーを１回 500 円で利

用してもらうことにより外出を支援します。 

利用は予約制になっており、運行範囲は本市の行政区域のみとなっています。利用者も増

えてきていることから、利用回数や利用者負担など、事業内容の検討をしていきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６ 

年度 
令和７年度 令和８年度 

利用者数 55 人 59 人 90 人 100 人 100 人 100 人 

利用回数（延べ） 929 回 868 回 1,800 回 2,160 回 2,160 回 2,160 回 

 

（２）緊急通報装置給付運営事業 

＜事業内容＞             【長寿あんしん課、（公財）北海道健康づくり財団】 

障がいや疾病等の理由により、日常生活動作に支障のある一人暮らし高齢者及び高齢者の

み世帯等を対象に、自宅に 24 時間体制で対応する受信センターとつながっている「緊急通

報装置」を設置し、急病等の緊急時に救急車両の手配などの支援を行っています。 

緊急通報装置の設置には、自宅の電話機及び電話回線を利用します。また、利用申請の際

には、緊急時に支援を行える協力員３名の登録が必要となります。 

障がい等を持つ一人暮らし高齢者及び高齢者のみ世帯等における生活の安心と安全の向

上・確保のため、在宅介護支援センターと連携した積極的な周知に努め、高齢者の見守り施

策の一つとして取り組んでいきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 15 人 13 人 10 人 15 人 15 人 15 人 
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（３）簡易型緊急通報装置（あんしんコール）給付運営事業 

＜事業内容＞                  【長寿あんしん課、東日本電信電話（株）】 

一人暮らしの高齢者、虚弱で日中一人で過ごす高齢者及び虚弱な高齢者のみの世帯を対象

に、緊急時等対応の不安解消を図るため、あらかじめ登録してある通報先（協力員３名）に

連絡が入る簡易型の緊急通報装置を設置し、利用に要する費用の一部について助成を行って

います。（簡易型緊急通報装置はＮＴＴ製のシルバーホン あんしんＳ） 

緊急時等における高齢者世帯等の不安の解消を図るため、在宅介護支援センターと連携し

た積極的な周知に努め、高齢者の見守り施策の一つとして取り組んでいきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 98 人 95 人 90 人 100 人 100 人 100 人 

 

（４）訪問理美容サービス事業 

＜事業内容＞             【長寿あんしん課、稚内理容組合、稚内美容協会】 

在宅で生活をしている要介護３から要介護５の方で、かつ理容室や美容室へ出向くことが

困難な高齢者を対象に、理美容師が対象者の自宅を訪問し、理美容サービスを行っています。 

理美容師の訪問に要する費用は無料となりますが、理美容サービスの実費は利用者の負担

となります。 

理美容室に出向くことが困難な在宅高齢者が、サービスを利用することにより、健やかで

心豊かな生活を送ることができるなど、対象となる高齢者にとっては必要なサービスであり、

今後も継続して実施していきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 ０人 ０人 １人 １人 １人 １人 
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（５）訪問歯科診査事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課、（一社）稚内歯科医師会】 

在宅で寝たきりの状態にあるために歯科医院に出向くことが困難な高齢者を対象に、歯科

医師が自宅を訪問し、治療の要否や治療方針を決めるための診査を行います。 

在宅で寝たきり状態にある高齢者の歯科診査を行うことにより、歯の健康指導・治療につ

なぐことを目的に実施しています。 

歯科医院に出向くことが困難な高齢者に歯科診査を行い、歯の健康指導や治療に結び付け

ることにより、「食べる」「話す」という観点から高齢者の心豊かな生活の支援を図るため、

引き続き歯科医師会の協力を得ながら事業の実施に取り組んでいきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 １人 １人 １人 １人 １人 １人 

 

（６）重度要介護者居宅サービス利用支援事業 

＜事業内容＞             【長寿あんしん課、市内訪問・通所介護事業所等】 

在宅で生活している要介護４又は要介護５と認定された方で、かつ市民税が世帯非課税で

ある場合に、介護保険法に規定する訪問系サービス、通所系サービスを各々週１回、利用者

負担なしで利用できるクーポン券を支給し、低所得の重度要介護者の負担を軽減します。 

利用者負担が比較的高額となる要介護４又は要介護５の重度者の介護サービス利用につ

いて、世帯収入状況等の格差により利用控えが生じないよう、引き続き事業を実施していき

ます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 61 人 65 人 65 人 70 人 70 人 70 人 

利用回数（延べ） 2,368 回 2,112 回 2,400 回 2,500 回 2,500 回 2,500 回 
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（７）在宅介護支援センター管理運営事業 

＜事業内容＞                 【長寿あんしん課、在宅介護支援センター】 

高齢者の日常生活に関する不安や悩み、また介護・福祉サービスの利用方法等の相談窓口

として、専門的な知識を有する担当者を配置し、高齢者の生活を支援しています。 

また、定期的に高齢者宅を訪問し、心身の状況等を確認するとともに、支援に関わる必要

な情報の提供や関係機関との連絡調整を行っています。 

今後も高齢者の増加が予想されることから、引き続き、在宅で生活する高齢者の身近な相

談への対応や高齢者福祉に関する様々な手続の援助等、高齢者の生活全般における総合的支

援機関として、関係機関との連携を図り、充実した相談体制を維持していきます。 

【在宅介護支援センター設置状況】 

①中央地区在宅介護支援センター 

住所：中央４丁目 16番２号（保健福祉センター２階）／電話：22-1165 

②東地区在宅介護支援センター 

住所：潮見４丁目４番 35 号（株式会社 Ailes-Yell 内）／電話：73-0068 

③南地区在宅介護支援センター 

住所：栄１丁目 24番２号（老人保健施設ら・ぷらーさ内）／電話：32-1165 

④宝来地区在宅介護支援センター 

住所：宝来２丁目２番 24 号（社会福祉協議会内）／電話：24-5678 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

施設数 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 

 

（８）愛のふれあい訪問活動事業 

＜事業内容＞                【長寿あんしん課、（株）ヤクルト北北海道】 

家に閉じこもりがちな一人暮らし高齢者を対象に、自宅に週２回ヤクルトを宅配しながら

声かけを行い、高齢者の安否確認と不安の解消を図っています。 

高齢者の見守り施策の一つとして、引き続き事業の実施を行うとともに、安否確認が必要

な場合等について、事業者との十分な連携を図り、そのために必要な支援に取り組んでいき

ます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 39 人 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 

利用回数（延べ） 3,110 回 2,889 回 2,500 回 3,000 回 3,000 回 3,000 回 
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（９）独居高齢者見守り活動 

＜事業内容＞         【長寿あんしん課、在宅介護支援センター、民生児童委員】 

毎年１回、各地域の民生児童委員から報告のあった一人暮らし高齢者を対象に、長寿あん

しん課職員、在宅介護支援センター職員が合同で対象となる高齢者の居宅を訪問し、現況の

確認や生活に関する相談等を受け、安心のある生活の確保を図っています。 

一人暮らし高齢者の生活における安心・安全の確保を図るため、民生児童委員による対象

者の把握、在宅介護支援センターによる訪問を実施するとともに、その時々の高齢者の生活

に関わる必要な情報の提供を行っていきます。 

なお、65 歳から 74 歳までの方は、就労等により日中の在宅率が低いため、令和２年度か

らは 75 歳以上の高齢者を対象に実施しています。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

訪問人数 815 人 871 人 978 人 1,000 人 1,100 人 1,200 人 

 

（10）命のバトン事業 

＜事業内容＞                           【長寿あんしん課】 

高齢者が救命措置を受ける際などの緊急時に、心身の状況や服薬状況、又は緊急の連絡先

等の必要な情報を保管しておくことにより、迅速かつ適切な対応が受けられ、高齢者が要介

護状態となることを防ぐとともに、安心感ある生活を送ることを目的として、「命のバトン」

の配布を行っています。 

一人暮らし高齢者、高齢者夫婦世帯等に配布することで、万が一のための重要な情報伝達

ツールとして安心につながっています。独居高齢者見守り活動での配布に加え、いきいき交

流会（老人クラブの運動会）などのイベントで配布することで、利用促進を図っています。 

引き続き、独居高齢者見守り活動や各種イベントのほか、在宅介護支援センターやケアマ

ネジャーの協力により周知に努めていきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

登録者数 2,344 人 2,408 人 2,426 人 2,450 人 2,500 人 2,550 人 

利用者数 ７人 ８人 10 人 － － － 
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（11）その他関係団体等による福祉サービス事業 

                        【稚内市社会福祉協議会】 

①法人後見事業 

＜事業内容＞ 

認知症、知的障がい、精神障がいなどで判断能力が不十分な方の権利や財産を守るため、

社会福祉協議会が法定成年後見人、保佐人、補助人となり、利用者の権利擁護を図っていま

す。 

②日常生活自立支援事業 

＜事業内容＞ 

認知症、知的障がい、精神障がいなどで判断能力が不十分な方との契約に基づき、福祉サー

ビスを利用する際の手続や預金の出し入れ、生活に必要な利用料などの支払や、預金通帳の

管理などを支援しています。（社会福祉協議会との契約内容について理解できる方が対象で

す） 

③ふれあいランチ事業 

＜事業内容＞ 

あらかじめ指定した町内会において、子どもや親、学校教職員、町内会役員が協力して、

一人暮らし高齢者及び高齢者夫婦世帯へお弁当を配達し、地域住民との交流を促進していま

す。 

④福祉委員活動費助成事業 

＜事業内容＞ 

町内会における見守りネットワーク組織（助け合いネットワーク）の活動を推進し、地域

住民が参加協力のもと地域の実情に応じた各種サービスを充実させ、地域共生社会を構築す

るため、福祉部福祉委員を設置している町内会に対し、活動費を助成しています。（対象：59

町内会） 

⑤除雪サービス事業 

＜事業内容＞ 

親族等による除雪支援を受けることができない一人暮らし高齢者等が、冬期間も安心して

生活できるよう、玄関から道路までの生活道路等の除雪作業を無料で行っています。（12 月

初旬から翌年３月末まで／事前登録が必要です） 

 

※上記のほか、「ボランティアセンターの運営」や、低所得者や高齢者等に貸付けを行う「生

活福祉資金貸付制度」・「生活資金貸付制度」、「老人の杖・アイスピックの販売」及び「車

いす等の貸出し」など、各種事業を展開しています。事業によっては、時代に合った、地

域にあった活動としての見直し・立て直しについて検討していきます。 

 

事業の実施主体である稚内市社会福祉協議会との十分な連携を図りつつ、事業（制度）の

周知等への協力や、事業実施のために支援等を必要とする場合は、随時、協議を行います。

稚内市社会福祉協議会は成年後見実施団体でもあることから、成年後見制度と日常生活自立

支援事業との制度間のスムーズな移行のための連携を強化し、将来的な成年後見等実施機関

や中核機関の設立について検討を進めていきます。 
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基本事業４ 介護人材の確保・育成 

（１）介護人材確保推進事業 

＜事業内容＞ 

高齢者の生活支援を専門的に対応できる人材の不足は、地域で安心して生活できる環境づ

くりに影響を及ぼし、その影響は、家族の介護のために現役世代が離職しなければならない

事態に発展するため、早急な対応が必要となります。 

このため、令和３年 11月に「稚内市介護人材確保・育成検討会」を立ち上げ、市内の介護

サービス事業者や有識者などに集まってもらい、現状と課題を集約し、今後の介護人材確保

について検討しています。その中で、具体的な事業として「介護職員初任者研修」の開催や、

「外国人介護福祉人材の確保」などを実施してきました。 

今後も、事業の維持又は拡大により介護人材確保に向けた取組を進めていきます。 

 

■取組内容 

 ・介護職員初任者研修の市内での実施 

・外国人介護福祉人材育成協議会への加入（外国人介護人材の確保） 

・「魅力発信」「就業促進」「定着・育成」の３つのポイントに対する施策 

 ・介護職員（若手）によるワークショップの開催 

 ・介護に関する出前講座等、介護に関するＰＲ 
 

■事業効果 

・介護職員初任者研修の開催により、介護を職として担うことができる人材を確保しています。 

・「外国人介護福祉人材育成協議会」に加入し奨学金を給付することで、確実な人材の確保

が期待でき、また将来的な移住にもつながる可能性があります。 

・これからを担う介護サービス事業所の若手職員が現状と課題を共有し、介護職の魅力などの話合

い、事業所の垣根を超えたつながりを深め、介護職に誇りと自信を持ってもらい定着促進を図り

ます。 

また、介護の魅力を発信することで、介護職への入職のきっかけや介護職の負のイメージを払拭

していきます。 
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基本事業５ 老人福祉施設 

（１）養護老人ホーム 

＜事業内容＞ 

「環境上の理由」及び「経済的理由」により養護を必要とする方を適切に措置し、自立し

た日常生活を営み、社会的活動に参加するために必要な援助を行います。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

施設数 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

定員数 50 人 50 人 50 人 50 人 50 人 50 人 

措置者数 62 人 61 人 61 人 60 人 60 人 60 人 

※施設数は本市に設置している数 

※措置者数は本市出身で養護老人ホームに入所している方の数 

 

（２）老人デイサービスセンター 

＜事業内容＞ 

やむを得ない事由により介護保険法に規定する通所介護等の利用が困難である方について、老

人デイサービスセンターの設置者と協議の上、適切な対応を図ります。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

施設数 ９か所 ８か所 ８か所 ８か所 ８か所 ８か所 

 

（３）老人短期入所施設 

＜事業内容＞ 

やむを得ない事由により介護保険法に規定する短期入所生活介護等の利用が困難である

方について、老人短期入所施設等の設置者と協議の上、適切な対応を図ります。 

現在、市内１事業所で短期入所者の受入れを実施しています。今後は、外国人介護従事者

の活用や潜在的介護人材の発掘、登用等も視野に入れ取り組んでいくことや、就業後の人材

定着についても検討していきます。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

施設数 ２か所 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 
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（４）特別養護老人ホーム 

＜事業内容＞ 

やむを得ない事由により介護保険法に規定する介護老人福祉施設等の利用が困難である

方について、特別養護老人ホームの設置者と協議の上、適切な対応を図ります。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

施設数 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

 

（５）老人介護支援センター 

＜事業内容＞ 

高齢者の実態把握に努めるとともに、高齢者が抱える不安や悩みなどの相談に応じ、必要

とする制度に係る手続の援助や、関係機関との連絡調整、各種情報提供など、高齢者の生活

の質の向上を図ります。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

施設数 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 

 

（６）サービス付き高齢者向け住宅 

＜事業内容＞ 

バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携し高齢者を支援するサービスを提供する住

宅です。 

住宅の設置状況について、北海道と連携し情報の把握を行います。 

 

＜実績と計画＞ 

指標 

実績 計画 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

施設数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 
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第５章 介護保険サービス事業 

１ 介護保険料算定の流れ 

 

 

  

【事業費の見込み】 

①介護保険給付費（総給付費） 

＋）②特定入所者介護サービス費等給付額 

＋）③高額介護サービス費等給付額 

＋）④高額医療合算介護サービス費等給付額 

＋）⑤査定対象審査支払手数料 

⑥標準給付費見込額 

 

＋）⑥標準給付費見込額 

＋）⑦地域支援事業費 

⑧事業費見込額 

 

⑧事業費見込額×23％ ＝ ⑨第１号被保険者負担分相当額 

 

【市町村ごとに異なる係数】 

⑨第１号被保険者負担分相当額 

＋）⑩調整交付金相当額 

＋）⑪調整交付金見込額 

＋）⑫市町村特別給付費等 

＋）⑬市町村相互財政安定化事業負担額 

＋）⑭財政安定化基金負担額（拠出金見込額＋償還金） 

－）⑮保険者機能強化推進交付金等の交付見込額 

－）⑯介護給付費準備基金取崩額 

⑰保険料収納必要額 

 

【第１号被保険者の保険料額の計算】 

⑰保険料収納必要額 

÷）⑱予定保険料収納率 

÷）⑲所得段階別加入割合補正後被保険者数 

⑳保険料の基準額（年額） 
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２ サービス事業量の見込み 

（１）予防給付 

第９期計画期間中の予防給付サービスの利用者数及び利用回数については、稚内市介護予防・

日常生活支援総合事業への移行に伴い、制度上は、要支援認定者数は減少しますが、サービス利

用者は、今後も増加することが見込まれることから、次のように見込みます。 

 

①介護予防サービス 

（１月当たり） 

 令和３

年度 

令和４

年度 

令和５

年度 

令和６

年度 

令和７

年度 

令和８

年度 

令和 22

年度 

介護予防訪問入浴介護 
回数 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数 0  0  0  0  0  0  0  

介護予防訪問看護 
回数 51.1  62.8  81.4  81.9  83.2  84.5  87.1  

人数 13  19  26  27  27  27  28  

介護予防訪問リハビリテーション 
回数 79.5  53.8  46.2  41.0  41.6  49.4  42.8  

人数 12  9  8  7  7  8  7  

介護予防居宅療養管理指導 人数 8  12  12  13  13  13  12  

介護予防通所リハビリテーション 人数 30  29  30  30  31  32  32  

介護予防短期入所生活介護 
日数 1.8  21.8  16.4  7.4  7.4  7.4  7.4  

人数 0  2  4  2  2  2  2  

介護予防短期入所療養介護（老健） 
日数 0.4  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数 0  0  0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（病院

等） 

日数 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数 0  0  0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護(介護

医療院) 

日数 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数 0  0  0  0  0  0  0  

介護予防福祉用具貸与 人数 106  111  115  125  130  132  126  

特定介護予防福祉用具購入費 人数 3  4  3  3  3  3  3  

介護予防住宅改修費 人数 3  3  3  3  3  3  3  

介護予防特定施設入居者生活介護 人数 17  16  14  14  14  14  14  
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《介護予防訪問入浴介護》 

介護予防を目的として、要支援者の家庭を移動入浴車で訪問し、入浴の介護を行うサービス

です。 

《介護予防訪問看護》 

介護予防を目的として、要支援者の家庭を看護師等が訪問し、主治医の指示に基づいて、処

置や療養指導を行うサービスです。 

《介護予防訪問リハビリテーション》 

介護予防を目的として、主治医の判断に基づき、理学療法士や作業療法士などが家庭を訪問

し、心身機能の維持回復及び日常生活の自立支援に必要なリハビリテーションを行うサービス

です。 

《介護予防居宅療養管理指導》 

介護予防を目的として、病院や診療所の医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士などが訪問し、

薬の飲み方、食事など療養上の管理、指導を行うサービスです。 

《介護予防通所リハビリテーション（デイケア）》 

介護予防を目的として、介護老人保健施設や病院、診療所で、心身機能の維持回復及び日常

生活の自立支援等を目的とするリハビリテーションを行うサービスです。 

《介護予防短期入所生活介護（ショートステイ）》 

介護者の疾病や出産、社会的行事、休養や旅行等の理由により一時的に介護が困難になった

場合、短期間、介護老人福祉施設等で、食事、入浴などの介護や機能訓練を行うサービスです。 

《介護予防短期入所療養介護（医療型ショートステイ）》 

介護者の疾病や出産、社会的行事、休養や旅行等の理由により一時的に介護が困難になった

場合、短期間、介護老人保健施設等で、医療や介護、機能訓練を行うサービスです。 

《介護予防福祉用具貸与》 

介護予防を目的とする日常生活上の自立を助ける用具や機能訓練のための用具を貸与する

サービスです。 

《特定介護予防福祉用具購入費》 

介護予防を目的とする要支援者の日常生活上の自立を助ける用具のうち、貸与になじまない

排せつ・入浴に関する用具について、その購入費用の一部を支給します。 

《介護予防住宅改修費》 

介護予防を目的とする生活環境を整えるための小規模な住宅改修（手すりの取付けや段差解

消など）に対して、費用の一部を支給します。 

《介護予防特定施設入居者生活介護》 

介護予防を目的として、介護保険上の指定を受けた有料老人ホームや軽費老人ホーム等で、

入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日常生活上の世話や機能訓練等を受けることができる

サービスです。 
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②地域密着型介護予防サービス 

（１月当たり） 

 令和３

年度 

令和４

年度 

令和５

年度 

令和６

年度 

令和７

年度 

令和８

年度 

令和 22

年度 

介護予防認知症対応型通所介護 
回数 0.0  0.8  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数 0  0  0  0  0  0  0  

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数 10  7  6  6  7  7  6  

介護予防認知症対応型共同生活介護 人数 1  2  1  1  1  1  1  

 

 

《介護予防認知症対応型通所介護》 

介護予防を目的として、認知症の要支援者等を対象に、デイサービスセンター等で、入浴、

排せつ、食事等の介護、その他の日常生活上の世話や機能訓練等を行うサービスです。 

《介護予防小規模多機能型居宅介護》 

介護予防を目的として、要支援者の様態や希望に応じて、サービス拠点への「通い」を中心

に、随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせて、入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日常

生活上の世話や機能訓練等を行うサービスです。 

《介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホーム）》 

介護予防を目的として、認知症の要支援者等が共同で生活できる場で、入浴、排せつ、食事

等の介護、その他の日常生活上の世話や機能訓練等を行うサービスです。 

 

 

③介護予防支援 

（１月当たり） 

 令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和 22 

年度 

介護予防支援 人数 130  139  143  155  162  165  157  

 

 

《介護予防支援》 

地域包括支援センターの職員等が中心となって、介護予防プランを作成するほか、利用者が

安心してサービスを利用できるよう支援するサービスです。 

 

 

  



 

100 

 

（２）介護給付 

第９期計画期間中の介護給付サービスの利用者数、利用回数については、要介護認定者数の増

加に伴うサービス利用者の増加を考慮し、次のように見込みます。 

 

①居宅サービス 

（１月当たり） 

 令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和 22 

年度 

訪問介護 
回数 4,206.1  4,134.7  3,655.5  3,509.8  3,598.4  3,645.9  3,712.6  

人数 235  230  211  207  212  215  218  

訪問入浴介護 
回数 0  1  0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数 0  0  0  0  0  0  0  

訪問看護 
回数 637.2  734.5  767.6  799.6  804.3  812.6  826.1  

人数 124  148  144  142  142  143  146  

訪問リハビリテーション 
回数 259.7  280.0  309.2  339.7  341.4  351.4  351.4  

人数 34  37  40  44  45  46  46  

居宅療養管理指導 人数 123  149  143  149  155  160  160  

通所介護 
回数 667  586  561  330.8  347.1  353.3  365.4  

人数 109  91  87  50  53  54  56  

通所リハビリテーション 
回数 1,159.8  1,157.4  1,131.9  1,131.5  1,129.4  1,131.8  1,187.8  

人数 156  155  157  160  160  161  169  

短期入所生活介護 
日数 766.8  609.2  687.3  295.7  295.5  294.0  294.0  

人数 71  57  68  30  30  30  30  

短期入所療養介護 

（老健） 

日数 64.0  71.0  80.6  102.1  101.7  115.8  115.8  

人数 11  11  13  16  16  17  17  

短期入所療養介護 

（病院等） 

日数 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数 0  0  0  0  0  0  0  

短期入所療養介護 

(介護医療院) 

日数 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数 0  0  0  0  0  0  0  

福祉用具貸与 人数 401  421  437  458  490  511  521  

特定福祉用具購入費 人数 9  9  10  11  11  11  11  

住宅改修費 人数 5  5  5  6  6  6  6  

特定施設入居者生活介護 人数 60  61  69  73  73  74  76  
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《訪問介護》 

訪問介護員（ホームヘルパー）等が家庭を訪問し、入浴、排せつ、食事等の介護、その他の

日常生活上の世話を行うサービスです。 

《訪問入浴介護》 

要介護者の家庭を、移動入浴車で訪問し、入浴の介護を行うサービスです。 

《訪問看護》 

要介護者の家庭を看護師等が訪問し、主治医の指示に基づいて、処置や療養指導を行うサー

ビスです。 

《訪問リハビリテーション》 

主治医の判断に基づき、理学療法士や作業療法士などが家庭を訪問し、心身機能の維持回復

及び日常生活の自立支援を目的に、必要なリハビリテーションを行うサービスです。 

《居宅療養管理指導》 

病院や診療所の医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士などが訪問し、薬の飲み方、食事など

療養上の管理、指導を行うサービスです。 

《通所介護（デイサービス）》 

デイサービスセンター等で、入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日常生活上の世話や機

能訓練等を行うサービスです。 

《通所リハビリテーション（デイケア）》 

介護老人保健施設や病院、診療所で、心身機能の維持回復及び日常生活の自立支援等を目的

とするリハビリテーションを行うサービスです。 

《短期入所生活介護（ショートステイ）》 

介護者の疾病や出産、社会的行事、休養や旅行等の理由により一時的に介護が困難になった

場合、短期間、介護老人福祉施設等で、食事、入浴などの介護や機能訓練を行うサービスです。 

《短期入所療養介護（医療型ショートステイ）》 

介護者の疾病や出産、社会的行事、休養や旅行等の理由により一時的に介護が困難になった

場合、短期間、介護老人保健施設等で、医療や介護、機能訓練を行うサービスです。 

《福祉用具貸与》 

日常生活上の自立を助ける用具や機能訓練のための用具を貸与するサービスです。 

《特定福祉用具購入費》 

要介護者の日常生活上の自立を助ける用具のうち、貸与になじまない排せつ・入浴に関する

用具について、その購入費用の一部を支給します。 

《住宅改修費》 

生活環境を整えるための小規模な住宅改修（手すりの取付けや段差解消など）に対して、費

用の一部を支給します。 

《特定施設入居者生活介護》 

介護保険上の指定を受けた有料老人ホーム等で、入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日

常生活上の世話や機能訓練等を行うサービスです。 
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地域密着型サービスや施設サービス以外の居住系サービスとして、特定施設入居者生活介護

（サービス付き高齢者向け住宅）があります。本計画期間においては、新規整備の予定はあり

ませんが、引き続き、入居状況やニーズを適切に把握し、第 10 期計画期間以降に整備の必要

性を検討します。 

 

 

②地域密着型サービス 

（１月当たり） 

 令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和 22 

年度 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数 4  4  7  8  8  9  9  

夜間対応型訪問介護 人数 0  0  0  0  0  0  0  

認知症対応型通所介護 
回数 38.2  178.3  232.3  290.7  299.1  318.0  318.0  

人数 6  23  26  30  31  33  33  

小規模多機能型居宅介護 人数 45  46  55  59  59  59  62  

認知症対応型共同生活介護 人数 120  122  122  107  107  107  107  

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数 0  0  0  0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数 3  3  0  0  0  0  0  

看護小規模多機能型居宅介護 人数 0  0  0  0  0  0  0  

地域密着型通所介護 
回数 1,750.8  1,524.5  1,506.7  1,760.7  1,845.0  1,885.0  1,881.9  

人数 246  220  215  250  257  261  260  

 

 

《定期巡回・随時対応型訪問介護看護》 

重度者をはじめとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介

護と訪問看護を一体的に又はそれぞれが密接に連携しながら、定期巡回訪問と随時の対応を

行うサービスです。 

《夜間対応型訪問介護》 

利用者の状態や希望に応じた柔軟なサービスを提供することにより、中重度の要介護状態

となっても、夜間を含め 24 時間安心して在宅生活が継続できるよう、夜間に定期的に各自宅

を巡回し、排せつの介助や安否確認などのサービスを行う定期巡回に加え、利用者の求めに応

じて随時対応する訪問介護を組み合わせたサービスです。 

《認知症対応型通所介護》 

認知症の要介護者等を対象に、デイサービスセンター等で、入浴、排せつ、食事等の介護、

その他の日常生活上の世話や機能訓練等を行うサービスです。 

《小規模多機能型居宅介護》 

要介護者の様態や希望に応じて、サービス拠点への「通い」を中心に、随時「訪問」や「泊

まり」を組み合わせて、入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日常生活上の世話や機能訓練

等を行うサービスです。 



 

103 

 

《地域密着型特定施設入居者生活介護》 

介護保険の指定を受けた定員 30 人未満の小規模な介護付き有料老人ホーム、養護老人

ホーム、軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅などが、入居している利用者に対し

て入浴・排せつ・食事等の介護、その他必要な日常生活上の支援を行うサービスです。 

《地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護》 

要介護者を対象に、定員 30 人未満の小規模な特別養護老人ホームで、入浴、排せつ、食

事などの介護、機能訓練、健康管理などの支援を行うサービスです。 

《看護小規模多機能型居宅介護》 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅サービスや地域密着型サービスを

組み合わせて提供するサービスです。 

《地域密着型通所介護》 

定員が 18 名以下のデイサービスセンター等で、排せつ、食事等の介護、その他の日常生

活上の世話や機能訓練等を行うサービスです。 

 

 

小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護については、これまでの間、高齢者

ニーズ等を総合的に判断し整備を進めてきました。 

引き続き、利用者の動向や待機状況を注視し、一定程度のニーズが見込まれる場合には第 10

期計画期間以降に整備の必要性を検討することとし、本計画期間における新規整備は予定しま

せん。 

また、小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護以外の施設、居住系地域密着

型サービス事業所については、現在市内に実施事業所はなく、他の介護サービスの整備状況等

を踏まえ、本計画期間においても整備は予定していません。 

今後のニーズの変化に伴い、必要性が生じた場合は、在宅系サービスの整備について検討を

行います。 

 

 

③施設サービス 

（１月当たり） 

 令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和 22 

年度 

介護老人福祉施設 人数 236  238  246  246  246  246  263  

介護老人保健施設 人数 109  107  110  110  110  110  123  

介護医療院 人数 0  1  0  0  0  0  0  

介護療養型医療施設 人数 0  0  0      
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《介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）》 

常に介護が必要で、自宅ではその介護が受けられない方が対象の施設です。食事、入浴など

日常生活の介護や健康管理を受けられます。生活介護が中心の施設です。 

《介護老人保健施設》 

病状が安定し、リハビリテーションに重点を置いた介護が必要な方が対象の施設です。 

医学的な管理の下での介護や看護、リハビリテーションを受けられます。介護やリハビリ

テーションが中心の施設です。 

《介護医療院》 

日常的な医療管理が必要な重介護者の受入れや、看取り・ターミナル等の機能と生活施設と

しての機能を兼ね備えた新たな施設です。 

《介護療養型医療施設》 

急性期の治療が終わり、病状は安定しているものの、長期間にわたり療養が必要な方が対象

の施設です。介護体制の整った医療施設（病院）で、医療や看護などを受けられます。 

医療が中心の施設です。 

 

 

待機者等の動向を注視しながら、さらに一定程度のニーズが見込まれる場合には、第 10 期

計画期間以降に整備の必要性を検討することとし、本計画期間における新規整備は予定しませ

ん。 

 

 

④居宅介護支援 

（１月当たり） 

 令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和 22 

年度 

居宅介護支援 人数 666  670  682  726  735  737  742  

 

 

《居宅介護支援》 

居宅介護支援事業所のケアマネジャーが中心となって、ケアプランを作成するほか、利用者

が安心してサービスを利用できるよう支援するサービスです。 
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３ 介護保険事業費の見込みと介護保険料 

（１）介護保険サービス事業費の見込み 

第９期計画期間の介護保険サービス事業費は、サービス事業量の見込みを踏まえ、下記のとお

り見込んでいます。 

 

①予防給付 

（千円／年） 

 令和３

年度 

令和４

年度 

令和５

年度 

令和６

年度 

令和７

年度 

令和８

年度 

令和 22

年度 

（１）介護予防サービス 

 介護予防訪問入浴介護 0  0  0  0  0  0  0  

介護予防訪問看護 2,950  3,760  4,640  4,813  4,906  4,993  5,120  

介護予防訪問リハビリテーション 2,829  1,916  1,642  1,478  1,501  1,782  1,544  

介護予防居宅療養管理指導 641  972  1,015  1,094  1,096  1,096  989  

介護予防通所リハビリテーション 12,627  11,469  11,826  11,993  12,527  13,046  12,808  

介護予防短期入所生活介護 124  1,345  1,212  554  555  555  555  

介護予防短期入所療養介護（老健） 48  0  0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 0  0  0  0  0  0  0  

介護予防福祉用具貸与 6,081  6,255  6,495  7,040  7,343  7,455  7,119  

特定介護予防福祉用具購入費 1,010  1,267  989  989  989  989  989  

介護予防住宅改修費 2,695  2,713  2,031  2,031  2,031  2,031  2,031  

介護予防特定施設入居者生活介護 13,411  12,120  10,573  10,722  10,736  10,736  10,736  

（２）地域密着型介護予防サービス 

 介護予防認知症対応型通所介護 0  92  0  0  0  0  0  

介護予防小規模多機能型居宅介護 8,397  6,159  5,617  5,696  6,724  6,724  5,703  

介護予防認知症対応型共同生活介護 3,732  4,971  2,865  2,905  2,909  2,909  2,909  

（３）介護予防支援 7,043  7,572  7,715  8,478  8,874  9,039  8,601  

合計 61,588  60,609  56,619  57,793  60,191  61,355  59,104  
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②介護給付 

（千円／年） 

 令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和 22 

年度 

（１）居宅サービス 

 訪問介護 157,284  156,935  141,989  138,183  141,936  143,902  146,444  

訪問入浴介護 0  93  0  0  0  0  0  

訪問看護 48,883  57,280  57,804  60,985  61,391  62,048  63,066  

訪問リハビリテーション 9,298  9,901  10,898  12,150  12,230  12,589  12,589  

居宅療養管理指導 10,190  12,477  11,733  12,270  12,747  13,140  13,160  

通所介護 57,324  51,050  50,627  30,789  32,420  32,888  34,008  

通所リハビリテーション 119,974  121,542  117,902  119,830  120,207  120,517  126,683  

短期入所生活介護 74,383  57,538  66,331  29,061  29,057  28,903  28,903  

短期入所療養介護（老健） 8,924  9,888  11,344  14,574  14,537  16,567  16,567  

短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  0  0  0  0  

短期入所療養介護(介護医療院) 0  0  0  0  0  0  0  

福祉用具貸与 57,781  61,231  64,509  67,774  72,470  75,283  76,389  

特定福祉用具購入費 3,051  3,390  4,565  5,049  5,049  5,049  5,049  

住宅改修費 3,601  3,986  5,049  6,147  6,147  6,147  6,147  

特定施設入居者生活介護 122,011  128,645  148,601  159,007  159,475  162,594  166,995  

（２）地域密着型サービス 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 5,800  6,870  13,128  16,185  16,206  19,081  19,081  

夜間対応型訪問介護 0  0  0  0  0  0  0  

認知症対応型通所介護 4,396  22,120  29,145  37,114  38,089  40,749  40,749  

小規模多機能型居宅介護 97,050  106,107  121,576  132,821  132,989  132,989  139,431  

認知症対応型共同生活介護 370,722  380,258  387,694  344,801  345,402  345,695  345,761  

地域密着型特定施設入居者生活介護 0  0  0  0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 10,143  9,676  0  0  0  0  0  

看護小規模多機能型居宅介護 0  0  0  0  0  0  0  

地域密着型通所介護 150,258  130,588  131,939  159,206  168,859  173,414  173,306  

（３）施設サービス 

 介護老人福祉施設 719,242  733,636  761,088  771,832  772,808  772,808  827,597  

介護老人保健施設 391,387  388,523  402,991  408,680  409,197  409,197  454,892  

介護医療院 0  3,701  0  0  0  0  0  

介護療養型医療施設 0  0  0      

（４）居宅介護支援 107,747  111,393  119,247  129,431  131,363  131,954  132,709  

合計 2,529,450  2,566,830  2,658,159  2,655,889  2,682,579  2,705,514  2,829,526  
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③総給付費 

予防給付及び介護給付を合わせた総給付費は次のとおりです。 

 

（単位：円） 

 第９期 
令和 22 年度 

合計 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

総給付費 8,223,321,000  2,713,682,000  2,742,770,000  2,766,869,000  2,888,630,000 

 予防給付 179,339,000 57,793,000 60,191,000 61,355,000 59,104,000 

介護給付 8,043,982,000  2,655,889,000  2,682,579,000  2,705,514,000  2,829,526,000 

 

 

（２）標準給付見込額 

標準給付費については、第９期３年間で総額 88億５千万円を見込んでいます。 

内訳としては、総給付費（予防給付費・介護給付費）が 82億２千万円で大半を占めています。 

 

（単位：円） 

 第９期 
令和 22 年度 

合計 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

標準給付費見込額 8,857,219,278  2,920,633,102  2,954,531,535  2,982,054,641  3,092,328,948 

 総給付費 8,223,321,000  2,713,682,000  2,742,770,000  2,766,869,000  2,888,630,000 

特定入所者介護サービス

費等給付額 
383,598,640  125,201,784  128,151,644  130,245,212  123,021,600 

高額介護サービス費等給

付額 
223,373,894  72,901,425  74,626,859  75,845,610  71,540,556 

高額医療合算介護サービ

ス費等給付額 
20,054,844  6,590,093  6,690,732  6,774,019  6,805,252 

算定対象審査支払手数料 6,870,900  2,257,800  2,292,300  2,320,800  2,331,540 
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（３）地域支援事業費の見込み 

地域支援事業費については、第９期３年間で総額４億４千万円を見込んでいます。 

内訳としては、介護予防・日常生活支援総合事業費が２億 99 百万円、包括的支援事業（地域

包括支援センターの運営）及び任意事業費が１億１千２百万円、包括的支援事業（社会保障充実

分）が３千３百万円となっています。 

（単位：円） 

 第９期 
令和 22 年度 

合計 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域支援事業費 445,749,654 149,814,792  148,721,048  147,213,814  115,020,644 

 介護予防・日常生

活支援総合事業

費 

299,090,281 100,580,218  99,795,631  98,714,432  72,804,884  

包括的支援事業

（地域包括支援

センターの運営）

及び任意事業費 

112,815,936 37,938,549  37,642,606  37,234,781  30,901,921  

包括的支援事業

（社会保障充実

分） 

33,843,437 11,296,025  11,282,811  11,264,601  11,313,839  
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（４）第９期介護保険料の設定 

①費用負担構成 

「介護保険制度」は、介護を必要とする方が、住み慣れた地域で持っている能力に応じて自立

した日常生活が送れるよう、社会全体で支える制度です。 

介護保険給付費の費用は、50％が公費負担、残りの 50％が第１号被保険者と第２号被保険者に

よる保険料負担となります。 

国は 25％相当額を負担することになっていますが、このうちの５％分は調整交付金となって

おり、各保険者における第１号被保険者の所得構造や後期高齢者の割合によって変動します（低

所得者が多い保険者や後期高齢者が多い保険者では５％を超える調整交付金となります）。本市

における第８期計画時点の調整交付金は 4.9～5.1％程度で、第１号被保険者の負担割合は標準

的な 23％程度でしたが、第９期においての調整交付金は 4.3～4.6％程度と見込まれることから、

第１号被保険者の負担割合は 23.4～23.7％程度ということになります。 

地域支援事業については、大きく介護予防・日常生活支援総合事業と包括的支援事業及び任意

事業に分けられます。 

介護予防・日常生活支援総合事業に係る費用負担については、居宅給付費の財源内訳と同様の

構成になっています。包括的支援事業及び任意事業に係る費用負担については、第１号被保険者

の保険料と公費のみで構成されています。 

 

【居宅サービス】             【施設サービス】 

  

 

【介護予防・日常生活支援総合事業】    【包括的支援事業及び任意事業】 

 
※国の調整交付金の割合に応じて、第１号被保険者保険料の割合が変動します。 
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②保険料徴収方法 

第１号被保険者及び第２号被保険者からの保険料の徴収方法は、次のとおりとなっています。 

 

※第１号被保険者については、原則、特別徴収（年金からの天引き）となりますが、年金の額が年額 18 万円

未満の方などは普通徴収となります。 
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（５）第１号被保険者の保険料段階と介護保険料 

①保険料段階 

第９期計画では、国の制度改正に伴い所得段階を 13 段階に変更し、所得水準に応じたきめ細

やかな保険料設定を行い、低所得者の保険料上昇の抑制を図ります。 

【第８期】 

所得段階 本人の課税区分等 
世帯の課税 

区分 

基準額に

対する 

割合 

第１段階 
生活保護受給者・老齢福祉年金受給者〔本人市民税非課税〕 

公的年金等収入額＋合計所得金額80万円以下 

市民税 

〔非課税〕 

0.30 

（0.50） 

第２段階 
〔本人市民税非課税〕 

公的年金等収入額＋合計所得金額 80 万円超 120 万円以下 

0.50 

（0.65） 

第３段階 
〔本人市民税非課税〕 

第１段階・第２段階に該当しない方 
0.65 

第４段階 
〔本人市民税非課税〕 

公的年金等収入額＋合計所得金額 80 万円以下 

市民税 

〔課税〕 

0.80 

第５段階 〔本人市民税非課税〕第４段階に該当しない方 1.00 

第６段階 《本人市民税課税》合計所得金額 120 万円未満 1.10 

第７段階 《本人市民税課税》合計所得金額 210 万円未満 1.25 

第８段階 《本人市民税課税》合計所得金額 320 万円未満 1.50 

第９段階 《本人市民税課税》合計所得金額 500 万円未満 1.75 

第 10 段階 《本人市民税課税》合計所得金額 500 万円以上 2.00 

 

【第９期】 

所得段階 本人の課税区分等 
世帯の課税 

区分 

基準額に

対する 

割合 

第１段階 
生活保護受給者・老齢福祉年金受給者〔本人市民税非課税〕 

公的年金等収入額＋合計所得金額80万円以下 

市民税 

〔非課税〕 

0.285 

（0.455） 

第２段階 
〔本人市民税非課税〕 

公的年金等収入額＋合計所得金額 80 万円超 120 万円以下 

0.485 

（0.650） 

第３段階 
〔本人市民税非課税〕 

第１段階・第２段階に該当しない方 
0.65 

第４段階 
〔本人市民税非課税〕 

公的年金等収入額＋合計所得金額 80 万円以下 

市民税 

〔課税〕 

0.80 

第５段階 〔本人市民税非課税〕第４段階に該当しない方 1.00 

第６段階 《本人市民税課税》合計所得金額 120 万円未満 1.10 

第７段階 《本人市民税課税》合計所得金額 210 万円未満 1.25 

第８段階 《本人市民税課税》合計所得金額 320 万円未満 1.50 

第９段階 《本人市民税課税》合計所得金額 420 万円未満 1.75 

第 10 段階 《本人市民税課税》合計所得金額 520 万円未満 2.00 

第 11 段階 《本人市民税課税》合計所得金額 620 万円未満 2.10 

第 12 段階 《本人市民税課税》合計所得金額 720 万円未満 2.30 

第 13 段階 《本人市民税課税》合計所得金額 720 万円以上 2.40 

※第１段階及び第２段階を対象に、公費による軽減措置が実施されています。（ ）内は、軽減前の基準額

に対する割合です。 
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前掲の所得段階別の第１号被保険者数については、次のように見込んでいます。 

 

所得段階別の第１号被保険者数の見込み 

区分 
第９期 

合計 

 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

基準額に 

対する 

割合 

第１段階 5,965  2,008  1,989  1,968  0.455 

第２段階 3,572  1,202  1,191  1,179  0.650 

第３段階 3,119  1,050  1,040  1,029  0.650 

第４段階 2,899  976  966  957  0.80 

第５段階 3,761  1,266  1,254  1,241  1.00 

第６段階 5,223  1,758  1,741  1,724  1.10 

第７段階 3,621  1,219  1,207  1,195  1.25 

第８段階 1,809  609  603  597  1.50 

第９段階 785  264  262  259  1.75 

第 10 段階 348  117  116  115  2.00 

第 11 段階 188  63  63  62  2.10 

第 12 段階 121  41  40  40  2.30 

第 13 段階 514  173  171  170  2.40 

計 31,925  10,746  10,643  10,536  ― 

所得段階別加入割合補正後被保険者数 30,105  10,133  10,035  9,936  ― 
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②保険料基準額 

第９期における第１号被保険者の介護保険料の基準額を算出すると月額 5,595 円になります。 

 

保険料基準額（月額） 5,595円 

 

【第９期介護保険料基準額の算出】 

区分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

標準給付費見込額（①） 2,924,029,102 円 2,957,972,535 円 2,985,599,641 円 8,867,601,278 円 

 総給付費 2,717,078,000 円 2,746,211,000 円 2,770,414,000 円 8,233,703,000 円 

特定入所者介護サービス費等給付額 125,201,784 円 128,151,644 円 130,245,212 円 383,598,640 円 

高額介護サービス費等給付額 72,901,425 円 74,626,859 円 75,845,610 円 223,373,894 円 

高額医療合算介護サービス費等給付額 6,590,093円 6,690,732円 6,774,019 円 20,054,844 円 

算定対象審査支払手数料 2,257,800円 2,292,300円 2,320,800 円 6,870,900円 

地域支援事業費（②） 149,814,792 円 148,721,048 円 147,213,814 円 445,749,654 円 

 介護予防・日常生活支援総合事業費 100,580,218 円 99,795,631 円 98,714,432 円 299,090,281 円 

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業費 37,938,549 円 37,642,606 円 37,234,781 円 112,815,936 円 

包括的支援事業（社会保障充実分） 11,296,025 円 11,282,811 円 11,264,601 円 33,843,437 円 

第１号被保険者負担分相当額（③）＝｛（①）＋（②）｝×23％ 2,142,070,714 円 

調整交付金（④）＝（Ｃ）－（Ａ） -45,811,578 円 

 調整交付金相当額（Ａ）＝｛（①）＋介護予防・日常生活支援総合事業費｝×５％ 458,334,578 円 

調整交付金見込交付割合（Ｂ） 4.50％ 

調整交付金見込額（Ｃ）＝｛（①）＋介護予防・日常生活支援総合事業費｝×（Ｂ） 412,532,000 円 

財政安定化基金拠出金及び償還金（⑤） 0 円 

市町村特別給付費（⑥） 0 円 

市町村相互財政安定化事業負担金（⑦） 0 円 

保険者機能強化推進交付金等交付見込額（⑧） 20,000,000 円 

介護給付費準備基金取崩額（⑨） 156,900,000 円 

保険料収納必要額（⑩）＝（③）－（④）＋（⑤）＋（⑥）＋（⑦）－（⑧）－（⑨） 2,010,973,292 円 

予定保険料収納率（⑪） 99.50％ 

第１号被保険者数（⑫）             （所得段階別加入割合補正後） 30,105人 

第１号被保険者保険料【基準額／月額】｛（⑩）÷（⑪）÷（⑫）｝÷12か月  （円未満四捨五入） 5,595 円 

第１号被保険者保険料【基準額／年額】月額×12 か月     （100 円未満切上げ） 67,200円 
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③所得段階別保険料 

 

第９期計画期間の所得段階別介護保険料を以下のとおり設定します。 

 

所得

段階 
本人の課税区分等 

世帯の課税 

区分 

基準額に

対する 

割合 

保険料 

月額 年額 

第１

段階 

生活保護受給者・老齢福祉年金受給者 

〔本人市民税非課税〕 

公的年金等収入額＋ 

合計所得金額80万円以下 
市民税 

〔非課税〕 

0.285 

（0.455） 

1,600 

（2,550） 

19,200 

（30,600） 

第２

段階 

〔本人市民税非課税〕 

公的年金等収入額＋合計所得金額 

80 万円超 120 万円以下 

0.485 

（0.650） 

2,717 

（3,842） 

32,600 

（43,700）  

第３

段階 

〔本人市民税非課税〕 

第１段階・第２段階に該当しない方 
0.650 3,642 43,700 

第４

段階 

〔本人市民税非課税〕 

公的年金等収入額＋合計所得金額 

80 万円以下 

市民税 

〔課税〕 

0.80 4,483 53,800 

第５

段階 

〔本人市民税非課税〕 

第４段階に該当しない方 
1.00 5,595 67,200 

第６

段階 

《本人市民税課税》 

合計所得金額 120 万円未満 
1.10 6,158 73,900 

第７

段階 

《本人市民税課税》 

合計所得金額 210 万円未満 
1.25 7,000 84,000 

第８

段階 

《本人市民税課税》 

合計所得金額 320 万円未満 
1.50 8,400 100,800 

第９

段階 

《本人市民税課税》 

合計所得金額 420 万円未満 
1.75 9,800 117,600 

第 10

段階 

《本人市民税課税》 

合計所得金額 520 万円未満 
2.00 11,200 134,400 

第 11

段階 

《本人市民税課税》 

合計所得金額 620 万円未満 
2.10 11,758 141,100 

第 12

段階 

《本人市民税課税》 

合計所得金額 720 万円未満 
2.30 12,883 154,600 

第 13

段階 

《本人市民税課税》 

合計所得金額 720 万円以上 
2.40 13,442 161,300 

※第１段階から第２段階を対象に、公費による軽減措置が実施されています。（ ）内は、軽減前の基準

額に対する割合及び保険料です。 

 ※各段階の保険料額は、保険料基準年額に段階別の割合を乗じて算出しています。（100 円未満四捨五入） 
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《参考》第１期から第９期までの基準額の推移 

計画期間 保険料基準額（年額） 

第１期（平成12年度～平成14年度） 37,700円 

第２期（平成15年度～平成17年度） 44,700円 

第３期（平成18年度～平成20年度） 47,900円 

第４期（平成21年度～平成23年度） 47,900円 

第５期（平成24年度～平成26年度） 52,800円 

第６期（平成27年度～平成29年度） 58,400円 

第７期（平成30年度～令和２年度） 63,000円 

第８期（令和３年度～令和５年度） 67,200円 

第９期（令和６年度～令和８年度） 67,200円 

 

 

（６）低所得者への対策 

①介護保険料の減免 

介護保険料の所得段階が第１段階の被保険者のうち、条例で定められた要件を満たす方につい

て、所得見込金額が生活保護基準により算定した額以下の金額であるとき、介護保険料の減免制

度を適用します。 

 

②高額介護サービス費貸付金（保健福祉事業） 

第１号被保険者の保険料を財源として実施する保健福祉事業です。 

「高額介護サービス費」の申請をしてから、支給されるまでの期間について、高額介護サービ

ス費の支給相当額の貸付けを無利子で行います。 

※「高額介護サービス費」は、ひと月の介護サービス利用に係る利用者負担額が、所得区分に応じて定

められた一定額を超えた場合に、その超えた分の金額について、申請により支給される給付です。 

 

③訪問介護等利用者負担金助成事業 

生計中心者が所得税非課税である世帯に属する被保険者に対し、訪問介護及び訪問型サービス

を利用した際の利用者負担額の一部を助成します。 

 

④社会福祉法人等による利用者負担軽減事業 

低所得で特に生計が困難であると認められる被保険者が、あらかじめ本市に介護サービスの利

用者負担額等の軽減事業実施を届け出た法人による介護サービスを利用した場合に、利用者負担

額の軽減を図ります。 
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（７）介護人材の確保及び資質の向上並びにその業務の効率化及び質の向上のための取組

の推進 

①人材確保のための有償ボランティア等 

総合事業の担い手を確保するための取組の推進方策として、新たに有償ボランティアに係る謝

金の支出やポイント制度が創設されたことを踏まえて、有償ボランティアの確保のための仕組み

を検討します。 

 

②人材確保のための取組等 

中高年齢者、外国人など多様な人材の活用とともに、高校生など将来を見据えた介護人材の確 

保に向けた取組や、介護サービスの安定供給の確保や運営の質的向上を図ることを目的とした、 

介護保険事業者連絡会等の立ち上げ等も検討していきます。 

 

③介護現場における業務仕分やロボット・ＩＣＴの活用、元気高齢者の参入による業務改善など 

会議等を通じて事業者と連携を図りつつ、人手不足の中でも介護サービスの質の維持・向上を

実現するマネジメントモデルの構築（介護現場における業務の洗い出し・仕分、元気高齢者の活

躍）とともに、ロボット・センサー・ＩＣＴの活用、介護業界のイメージ改善等の促進を図りま

す。 

 

④介護現場革新の取組の周知 

介護業界のイメージ改善等の促進に当たって、児童・生徒に対する認知症サポーター養成講座

や施設訪問の実施、介護の魅力について啓発する市民向けパンフレットの配布等を検討します。 

 

⑤業務効率化に取り組むモデル施設の取組の周知 

市の広報やホームページ等を通じて、市内や道内等で、ロボット・センサー・ＩＣＴの活用や

元気高齢者などの活躍促進、介護現場における業務の効率化に取り組んでいるモデル施設の取組

を紹介します。 

 

⑥文書負担軽減 

介護現場の業務効率化を支援するため、国や北海道と連携しつつ、申請様式・添付書類や手続

の簡素化やＩＣＴ等の活用等によるペーパーレス化等を検討していきます。 
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資料編 

１ 日常生活圏域 

高齢者が、要介護状態となっても住み慣れた地域で生活を続けることができるよう、必要な

サービスが継続的かつ包括的に提供できるエリアとして、高齢者人口等を勘案し、市内に二つの

日常生活圏域を設定しています。 

 

日常生活圏域の設定 

 

 

圏域 地区 

１ 中央 中央、宝来、恵比須、ノシャップ、富士見、港、新港町、大黒、潮見、 

はまなす、緑、こまどり、栄、萩見、末広、新末広町、開運、富岡、朝日、 

新光町、若葉台、西浜、抜海、クトネベツ、上勇知、下勇知、夕来、 

オネトマナイ 

２ 宗谷・天北 声問、上声問、恵北、樺岡、沼川、曲渕、川西、川南、開進、上豊別、 

下豊別、更喜苫内、天興、曙、上増幌、中増幌、下増幌、富磯、宗谷、清浜、

珊内、宗谷岬、豊岩、峰岡、東浦 

 

  

 
 

 

 

 

 

 

クトネベツ 

稚内市管内図 

抜海 

下勇知 

上勇知 

オネトマナイ 

夕来 

曙 

天興 

上豊別 

下豊別 

川南 

開進 

川西 沼川 

曲淵 

上声問 

樺岡 

恵北 

中増幌 

上増幌 

下増幌 

声問 
富磯 

宗谷 宗谷岬 

清浜 

東浦 

宗谷・天北圏域 

富士見 

西浜 

中央圏域 

更喜苫内 
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２ 稚内市介護保険運営協議会委員名簿 

令和６年２月末現在  

役 職 区 分 氏 名 職業・所属等 

会 長 学  識  経  験  者 井 須  孝 弘 歯科医師 

 学  識  経  験  者 西 岡  健 吾 医師 

 学  識  経  験  者 侘 美  俊 輔 大学教授 

 介護サービス事業従事者 逢坂 真理子 
社会福祉法人 

稚内市社会福祉協議会 

 介護サービス事業従事者 中 川  翔 太 株式会社 ケイト 

 介護サービス事業従事者 山 内 正 人 
社会福祉法人 

稚内市社会福祉事業団 

副会長 一 般 公 募 に よ る 市 民 舩 木  正 生  

 一 般 公 募 に よ る 市 民 高 橋  明 美  

 一 般 公 募 に よ る 市 民 佐 藤 栄 子  

※委員の任期 令和３年５月 30 日～令和６年５月 29 日 

 

 



 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

稚内市高齢者保健福祉計画 

第９期稚内市介護保険事業計画 

発行年月：令和６年３月 

発 行：稚内市 

編 集：稚内市 生活福祉部 長寿あんしん課 

住 所：〒097-0022 

北海道稚内市中央４丁目 16番２号 

Ｔ Ｅ Ｌ：0162-23-6458 

 


